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近代日本外交史の時期区分
一通史叙述のための作業仮説一一

（昭和45年12月1日原稿受理）

藤、　村　　道　　生

1時期区分のための前提

　1－1　歴史叙述と時期区分

　時期区分は歴史認識のための前提である。歴史は不断に変化するが，その変化が量的変

化から質的変化に転換しているとみるところに，歴史の変化，発展の認識の基礎がある。

個別的な歴史現象を歴史的に認識することは，そのような同質的な時期のなかに位置づけ

ることによってはじめて可能である。歴史を考えることは，同時に歴史を時代および時期

に区分することにほかならない。

　歴史学における時代および時期の区分は，研究者の歴史観を直接に反映する。歴史家が

いかなる指標によって歴史の時代区分をするかにより，われわれはその歴史家の歴史観を

認識することができるであろう。もっとも，歴史学はつねに歴史的事実の具体的認識を出

発点とするから，はなはだしく特異な時代，時期の区分は実際上は不可能である。その指

標，すなわち基準となる尺度は，変化・発展の形態が比較的・相対的に安定しているもの

で，偶然性によって影響されるものが比較的に少いものに求められるのは当然である。唯

物史観史学においては，それは物質的財貨の生産様式に求められる。

　そのばあいにも，時代と時代とのあいだ，もしくは時期と時期との限界を明確に年代的

に決定することは，本来的に困難である。それはひとつには，地域的な発展の不均等の結

果であり，より本質的には時代の有する超時間性に基因するものであって，ある瞬間をも

って時代もしくは時期の区切りを決定することは元来は不可能であるといわねばならな

い。それにもかかわらず，なお，時代もしくは時期を区分するのは，歴史的発展は不断の

連続であるから，その連続をある段階で中断しないかぎり，歴史のあらゆる時期が，すぺ

て過渡時代的な傾向をもつことになり，時代や時期の限界が抹殺され，全歴史過程がなん

ら段階のない平板のものとなるだろうからであり，時代の概念は消滅するからである。こ

のばあい，歴史的変化を系統的に理解することは困難iとなり，歴史的認識は歴史叙述とと

もに不可能となるであろう。

　歴史における段階をある時点で区切り，時代もしくは時期として把握するという試みは

結局は人為的，機械的側面をはらまざるをえないことを承認し，その区分が唯一絶対的な

ものでないことを前提としたうえで，なお，時期区分の試みがなされなければならないの

である。

　1－2　時期区分の研究史

　日本およびロシア，中国などの諸国，すなわち歴史学の主流を唯物史観史学が占めるか，

または非常に有力な学派を形成している諸国の歴史学界では，方法論の議論が盛んである
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ことは当然であるが，それにともなって，時代区分論も，重要な論争のひとつとなってい

る1）。唯物史観史学が経済のみでなく，政治，文化などの上部構造を含めた社会構成の発

展段階論として体系的・論理的な理論を提起しているからである。

　ロシア，中国における時代区分論争については，しばらくおき，現今の日本における日

本近代史の時期区分については，さきに岡本宏の試論があり，それにたいする批判として

木坂順一郎らの論稿がある。いまそれを紹介する以前に，近代史の叙述における時期区分

のいくつかのタイプを概観しておきたい。

　（1）『日本資本主義分析』において山田盛太郎は，明治維新から1890年までを原始的

蓄積期，それ以後1907年ごろまでを産業資本確立期，1918年を境に端緒的金融資本成立

期および本格的金融資本成立期とし，1920年以降を一般的危機とする。これは資本主義の

発展段階を指標としたものである。

　これにたいし，同じく資本主義発達史をえがいた揖西光速らは，明治維新（1868まで）

資本の原始的蓄積（1868－90），産業資本の確立（1890－1900），展開（1900－10），独占資

本の形成（1910），展開（1920－27），全般的危機（1927－31），国家独占資本主義への転化

（1931－37），侵略と軍国主義の崩壊（1937－45）の9期に区分し，最初の2期を日本資主

義の成立期，次の3期を発展期，最後の4期を没落期とする。これによると成立期は封建

社会の崩壊から1890年まで，発展期はそれ以後1920年までとされ，日本資本主義は1920

年以降没落の道をたどっているとされている。ついでに戦後についていえば，それは没

落期rこ区分され，独占資本の復活（1945－50），特需経済（1950－53），従属体制の完成

（1953－57）とされていた2）。

　以上二っの例は，経済的な発展段階を指標としているが，帝国主義の歴史を区分した

小山弘健らは，1885年以降1945年までの歴史を1914年と1928年で区分し，第一の時期

を日本帝国主義の形成期第二の時期を発展期，第三の時期を崩壊期とする。さらに第一

期を天皇制軍国主義（1885－94），軍・封帝国主義（1895－1904），二重の帝国主義（1905－－

14），第二期を近代帝国主義（1914），帝国主義体制の発展（1920－25），帝国主義体制の矛

盾の深化（1926－28）とし，1928年以降の第三期は体制の危機（1928－31），戦争への進

出（1931－37），戦争の長期化（1937－41），戦争の破滅（1941－45）とする3ノ。

　以上の三種の時期区分はとりたてて，時期区分の根拠を明示していないが，井上清・鈴

木正四の協力による『日本近代史』は「基本矛盾の発展を基準にして」区分するならば，

「幕末から1945年8月までをつぎの五期に分げるのが妥当である」という意識をうちだし

て，←）明治維新期（1830－73），⇔資本主義の成立期（1873－1900），⇔帝国主義への移行期

（1900－18），國全般的危機におちいりそれが深まる時期（1918－37），国日本帝国主義の

崩壊期（1937－45）とする。そこにおげる基本的階級対立はOが封建的領主階級VS．本

百姓・小前，⇔が天皇制VS．国家の半隷農たる自小作農民（？）＋プPレタリア，⇔ブル

ジョアVS．プロレクリア，圃前期と同様，㈲天皇制ファシズムVS．全人民とする4）。

　以上の区分をとりあえず，表示すればつぎのごとくである。

　この表によって一覧されるように，唯物史観史学を標榜する人びとのあいだにあっても

時期区分のとり方は，必ずしも一様とはいえない。
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　1－2－2

　最近において，時期区分についての提言を行ったひとりに遠山茂樹がある5）。かれは「社

会構成体をもって歴史の発展段階を劃する方法については，学界共通の認識となりつつあ

る」と指摘し，さらに，「社会構成体転化の指標を経済にのみ求める必要はない」と述べ

て，国家の階級的性格を規準にせよという。遠山によれば，国家の階級的性格なるものは，

　（1）　どの階級が国家権力を握っているか。

　（2）　権力の行使がどの階級の利益に結果しているか。

の二点から検討できると一応のべたのち，やはり，それは困難であるから，「国家の階級

的性格を判断するには，……要するに多角的な標識からの検討を，国家の全機構と全機能

との関連で進めること，またそれぞれの〔多角的な〕標識の内容の歴史的変化を抑え，そ

れが，どのような社会構造の変化を反映し，あるいは推進しているかをつきとめる」べき

であるという。これでは具体的な方法は結局不明であるということになるように思われる

が，遠山は社会構成体の年次を区切るためには「階級闘争と深くかかわりあう政治的事

件」をもってするべきであるという。かれによれば，「階級闘争は，時代区分の中心的指

標となる」からである。

　では，時代区分は階級闘争およびそれと「深くかかわりあう政治的諸事件」によって行

われるのかというと，かならずしもそうではない。かれは，重ねて「多角的・綜合的な視

点が必要である」と述べ，　「歴史の多様さ，複雑さを無視する公式主義的理解，機械的適

用を避ける配慮」の必要を強調する。たしかに，多角的・綜合的な指標を考慮にいれて時

代，もしくは時期を区分することは必要であるが，それを単に抽象的に指摘するのみで

は，現実の区分にはほとんど無効であろう。遠山はその点について，フッドの『イギリス

の国家構造』がつぎの諸項目について，それぞれの現状分析と歴史的考察を併用し，それ

を通じて現代イギリスの階級的本質を追求しているのは「マルクス主義的な国家論の一

例」であるという。かれは，政党と憲法，下院，君主制度，上院，国家の重要人物，軍

隊，警察，法律制度，公務員制度，外務省，国家の経済的機能，社会保障制度，地方行政

制度，イギリス放送協会と独立テレビ局，国教会などをその項目としてあげているとい

う。指標を多角的にとりあげることは必要である。しかし，問題はこうしてとりあげられ

た多数の指標にどのようなウエイトをかけて評価するかにあり，これら多数の指標のうち

何がもっとも決定的であるかを明らかにすることにある。そうでなければ，単なる網羅主

義におちいるほかはなく，論理的な時期区分は不可能である。

　遠山は，その論文においてかれの主張する具体的な時期区分を提示しているので，一見

しておきたい。

　上記の表は，遠山のあげた全指標を完全にとりあげたものではないが，表中の字句は遠

山の用語をそのまま用いたものである。たしかに，公式主義的理解，機械的適用を避ける

ために，多元的指標を用いることが必要であり，その各指標間の「ずれを大切にし，その

ずれがもつ歴史的意義を明らかにすることが必要」であるが，遠山のこの区分をみると

き，われわれは，なお多くの疑問をもたざるをえない（たとえば，始期の区切りに何らの

統一性が存在しないことをみよ）。　「理論化および時期区分についての検討が不十分であ

る」ことから，「やむをえずとっている過渡的・便宜的な方法」という封建社会の時期区
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表1－2－2　　遠山茂樹による日本近代史の時期区分

時代
@　1

時　期 始期の
謳ﾘり

ウクラード
政治的指標　権　力　形態　、時期の特徴　　　　　l　　　　　　　　l

近1・853－77］
i　i竃欝鹸 統一国家の

`成過程

諸藩連合政権から
V皇制官僚政権へ
ﾌ転化

封建的社会構成体
ｩら資本主義的社
?¥成体への転化の開始

1877－90
統一国家に
t行する運
ｮの終結

マニュフア
Nチュア時

天皇制国家
@構の完成

絶対主義主権の確
ｧに支配形態のブルジョア立憲的修

ｳ

資本主義的社会構
ｬ体への転化

代
1890－1916

黍昌櫻1産業鞠 地主，ブル
Wョア政党
ｨ力の癒着

本質における絶対
蜍`，政策面での
uルジョア的性格の強化

資本主義的社会構
ｬ体への転化の完
ｹ

1917－30 ロシア革命
独占資本主
`の成立

政党内閣の協Z是認聾慣行　潔ヨア・地主王
本格的労働運動，

､産主義運動の拾

ｪ
現　　　　　代

1931－45 満州事変
国家独占資
{主義への
X向増大

フアシズム
ﾌ制の形成

官僚・軍部の相対
I独自性の復活

絶対主義的性格を
cす天皇制機構の
tァシズム支配

1945一 敗　　　戦
国家独占資
{主義の体
ｧ確立

政党内閣制
ﾌ確立

独占ブルジョアジーの権力支配 アメリカ帝国主義
ﾆの屈従的同盟関
W

分についての指摘は6），遠山の時期区分についても，またあてはまるのではないか。問題

はむしろ，指標としてとりあげるべき要素の確定にあり，その上で，各指標ごとの「ず

れ」が，どのようにその社会の特殊性を表示しているかを検討し，その検討の上で綜合的

に時期区分することでなければならない。したがって，社会の発展を根抵的に規定する指

標，副次的に基定する指標を洗い出すとともに，その各個別領域（経済史，政治史，法制

史，外交史，軍事史，文化史etc．）の時期区分を研究し，そのあいだの「ずれ」が，ど

のようであるかを明確にし，それがどのように当社会の特質を反映しているかを理論的に

あきらかにする必要があるであろう。

　そのために，各個別領域の歴史がどのような時期によって構成されているかを，その各

領域に内在する論理構成のなかから検討する作業をおこなわねばならない。

　1－3　特殊領域の時期区分

　近代史（および現代史）の時期区分がそのまま，特殊領域の時期区分に適用されるもの

ではなく，またその逆も成立しないことは当然である。それらの特殊領域の歴史は，全体

の歴史のなかにあってそれに規定されつつ，相対的に独自な発展の構成を示し，それがま

た全体の歴史に反映するものである。」 ｻの間の「ずれ」は当然ありうるし，またその「ず

れ」が重要であることは遠山の指摘したとおりである。

　たとえば，近代法制史の時期区分を試みた，『講座，日本近代法発達史』は，1868年以

降1945年までの期間をつぎのように区分している。

1）　法体制準備期　　1868－88

2）法体制確i立期　　1889－1914

3）法体制再編成期　1914－31

4）法体制崩壊期　　1932－45
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　このような区分を試みた理由について，編者の一人である川島武宣は，つぎのように説

明を加えている7）。

　　「法現象は資本主義の発達とは必しも一致しない。なぜかというと，資本主義経済の発展から，

　いろいろな，いわば経済的な利害の配置が変ってきて，それぞれの利害を代表する政治的な力関係
　の変化を生ずる。しかし，その変化が必らずしもすぐに直接には国家法規現象には反映するとはか

　ぎらず，そういう新しい社会関係が，いわば現実の力関係で動いていく，……しかし，何とかして

　政治権力を借りなければ解決できないとか，あるいはまた，その力関係が一定の段階に達して，国

　家権力の裏打ちを持った法律という形の上に，はっきり現われる段階に達するとか，そういう政治

　的な力関係の変化，なかんずく政府権力の現象として，一定の仕方で現われるというところまでこ

　ないと，国家法としての変化は現象化してこない」

　こうして，それぞれの特殊領域は，それぞれの時期区分をもつ。それが全体的な歴史の

区分とずれるところに，その特殊性の発現がある。

II外交史の時期区分の前提条件

　皿一1　外交の範疇i

　Sir　Harold　Nicolsonによれば，　Diplomacyということばは，五つの解釈にしたが

って用いられているという8）。第一は対外政策foreign　policyと同義に，第二には交渉

negotiationの意味において，第三により特殊には交渉の過程processesおよび機構

machineryを意味するものとして用いられ，第四には外交官職の一部門branch　of　the

Foreign　Serviceを示すものとして，第五にある抽象的な能力および才能abstract

quality　and　giftとして用いられている。第五番目の意味は最良のばあいは国家間の交

渉行為における技備を意味し，最悪のばあいには狡狽な駆引の才能を意味するという。こ

の五つの解釈は英語国では区別なく用いられて，対外関係では政治のほかのどのような分

野にもみられないような，非常な混乱が起っていると指摘し，Diplomacyという語の定

義から政策をきりはなし，

　　「Diplomacyとは交渉による国際関係の処理であり，大公使によ．、てこれらの関係が

　調整され，処理される方法であり，外交官の職務あるいは技術である」

という「広義ではあるが正確な定義」を引照枠とすることを主張している。

　Diplomacyは日本語では〈外交〉と訳されるのが通例であるが，日本語におけるく外

交〉は，Diplomacyと正確に対応するものではない。日本語におけるく外交〉という言

葉は元来，外国交際を略した言葉であり，外務は外国事務の省略である。『広辞苑』によ

れば，それは外国との交際国際間の関係，個人と他国人の交際，他人との交際，外交員

の略とあり，今日までおおむね対外政策を排除することなく用いられてきた。たとえば，

1941年刊行の『新講大日本史・外交史』に，「日本外交史序説」を執筆した神川彦松は，

それを，

　第一，我が対外政策・活動の永久的基礎

　第二，我が対外政策・活動の鳥鰍

　第三，我が対外政策・活動の成敗

で構成している。最近の用例でもFranke1の肪εMα丘∫η90∫Fore∫9ηPo1ゴγは河合秀

和により『外交における政策決定』と訳されている。
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　また，外交史は政策決定の深みから検討することによってはじめて立体的・有機的に理

解しうるのであるから，わたくしはここで，外交史というとき，敢てニコルソンの定義に

よらず，それをIIistory　of　Foreign　Policyの意味に用いたい。対外政策史の時期区

分としないのは，そのことばが，まだ日本語として熟していないように思われるからであ

る。ニコルソソの定義によるときは，それを「狭義の外交」として区別する。

　皿一2　国家の階級的内容と外交の様態

　「外交政策のコースは国内政策のコースによって規定されている」9とすれば，外交史の

時期区分にあたってはなによりも，国家権力の形態，基本的階級対立が考慮されなければ

ならないであろう，，その国家の経済的発展段階，国家権力の形態，それをめぐる階級闘争

が，外交戦略とそれによって獲得しようとする国家利益の質を決定するからであり，ま

た，それは国家間相互の存在状況を決定するからである。たとえば，封建的領邦制のもと

にあっては，神聖ローマ帝国と各王国あるいは侯国，伯領の関係もしくは中華帝国と朝

鮮，越南などの関係にみられるように，国家間，領邦問に対等の関係は存在せず，そこに

あるものは支配・服従の関係であり，近代的な意味における外交は存在しなかった。世界

は各種の帝国の並存状況におかれ，帝国間に連続的，目的意識的な国交関係は樹立されて

いない。帝国内における各国は，中華帝国のばあいを例にとるならば，事大・交隣の関係

におかれている。

　絶対主義国家の成立は，帝国から各絶対主義国家の分離・独立の傾向を強め，そこにお

いてはじめて，〈外交〉が発生する。しかし，それは君主の外交であり，したがって外交

の形式は君主外交であり，宮廷を舞台に展開される。外交の戦略は国民国家の形成におか

れ，その目標は独立の維持と本源的蓄積のための領域拡張である。

　資本主義の発展にともなってブルジョア革命が遂行され，ブルジョア共和制が実現する

ならば，そこにおける外交戦略は，資本の利益に従属し，商品市場獲得のため植民地確保

が主題となり，いわゆるブルジョア外交が出現するが，そこにおいては，政府によって任

命された職業的外交官の締結した取極めを議会が批活して，はじめて効力を発生するとい

う方法がとられた。いわゆる外交の民主的統制であるが，これは，すくなくとも1918年

以前においては「慣例的な方式」にすぎなかった。しかし，このような観念の成立は重要

であった。ブルジョアが国家権力の担い手となり，かれらが国民全体の名においてかれら

の階級的利益を追求したことは，外交官の性質を変化させた。かれらは君主の私的な家臣

ではなく，国民を代表するという名のもとに行動していた。もちろん，それは実質におい

ては主権は下院の多数派によって代表され，さらに，その多数派が行政権を賦与する内閣

によって代表されている。外交官は内閣によって任命され，多数派の政策にそって外交活

動を展開することが期待される。駐在国においても，もはや宮廷に出入りする意義は低一ド

し，駐在国の政情を把握し，本国に通報するとともに，その国の世論操作をすることなど

がきわめて重要な任務となった。したがって外交官の接触し，また活動する分野は，経

済，文化，芸術，宗教，マス・コミなどきわめて多方面に展開し，外交官は専門職である

ことが要求されることとなった。

　独占資本主義の段階にはいるとともに，この傾向は一定の変質をとげる。外交の目的は

基本的には独占の利益のため資本輸出市場の獲得にむけられ，そのために植民地の再編成
＼
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と，後進国の金融支配のため従属国化にむけられ，それを達成するための国家ブロックの

形成が主要な目標となる。形式的には批准制度が定着し，プロレタリアートの階級攻勢に

対応して公開外交が提唱されるが，実質的には，政治のあらゆる部面と同様に軍部および

官僚による統制が進行し，国民外交の名のもとに帝国主義外交が貫徹する（表II－2）。

　　　　　　　　　　表II－2　　国家権力の性格と外交政策の対応のモデル

　　封　　建　　国　　家

縫的領邦制已対漣

基本的階級対立　領主VS．農民
　　　　　　　1

対外政策の
戦　略　目　標

対
外
政
策
の
手
段

貢納収奪のための
領域拡張

専制VS．人民

本源的蓄積のため
の領域拡張，国民
国家の形成と維持

外質騨儀礼ご彗君主外交　已・レジ・ア外交帝国蟻外交

交形式、（通信）　｛離外交　1〔国民外交〕　〔官僚外交〕

軍

事

力

質　　身分制軍隊

発
動
の
性
格

封建戦争

ブルジョア国家
　　　　　　　1
ｩ由主義　1　帝国主義

産業ブルジョアジーVS．プロレタ

潟Aート

独占ブルジョアジーVS．プロレタ

潟Aート
め民持

商晶市場獲得のための植民地拡大，

走ｯ国家の維持と
g張

資本輪出市場獲得のための植民地・

]属国の拡大，商1品市場の拡張

已・レジ・ア外交細蟻外交

　　　　　　’－P〔国民峡〕
〔官僚外交〕

一一

徴兵制度を骨格とi総力戦争を前提とする国民軍　　　　する全国民の動員一　一　一一　　一＿＿　　＿一＿＿一　　L－　　．＿　＿＿＿　　　＿＿　．

す　一　君

国民統一と植民地の獲得，抑圧（国民戦争） 植民地，従属国の
}圧，帝国主義諸
痩ﾆの闘争，帝国
蜍`戦争

　n－3　世界構造と対外政策

　以上は，国家権力の様態，そこにおける社会経済構成と国家利益の追求目標などから外

交のあり方を眺めたものであるが，直ちに気がつくように，一国の対外政策の存在形態

は，たんに国内の政治的・経済的状態のみから決定されるものではなく，同時にその国を

とりまく世界構造によって規定される。しかも，近代の世界構造はそれを構成する諸民族

の不均等発展を基本的な特徴としている。その最初の時代である絶対主義時代は，実は資

本主義の先進国であるイギリスにおいては，すでに産業資本主義の時代であり，ヨーロッ

パにおける生産と市場を独占していた。当時のヨーロッパは産業資本主義段階のイギリス

と，なお産業革命以前にあるか，あるいは端緒期にある諸国の連合体として成立していた

のであり，後者における外交的課題はたんに旧封建的領邦体制からの国民国家の分離・独

立のみではなく，イギリス資本主義と対抗して国民市場を形成するという二重の内容を担

わされていた。そして・Age　of　Democratic　Revolutionによって特徴づけられる18

世紀末から19世紀の70年代にいたる時期は，同時にフランス，アメリカ，ドイツ，ロシ

アなどが産業革命を遂行し，その過程で先進国イギリスの外圧をはねのけ，世界支配体制

の間隙にわりこみ，自国資本の生活圏をつくりだし，資本蓄積を急速に進行させた時期で

ある（表II－3－1）。いいかえれば，産業資本主義の時代といわれる時代は，イギリスに

よる生産および市場の独占が，ヨーロッパ列国およびアメリカによって挑戦され，1820

年～40年代に世界工業生産のなかばを占めたイギリスの位置が失われるとともに，国際政

治のうえでも，・イギリスに対抗してウィーン会議体制（Congress　System）もしくは神
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表II－3－1　　世界工業生産　ユ820一ユ9ユ3（％）

イギリス フランス アメリカ
ドィッ1　　　　　　　　　1

ロ　シア　　　　　　　　　… 日　　本

1820 50　i
20　［　　　　　　｜

ユol 8　i
　　　　　…

P　1 一
1830 一

14　　1 ＿　　　　　　　　　　　‘

一
一　　　　1

一
ユ840 45　　i ユ3 ・・1 12

一 一
1850 39　　1 10 15 ユ5

一　　1 一
1860 36 ユ2 ・71 16 4

一
ユ870 32 10 23　　・ 13　　1 4

一
1880 28 9 28 13

一
1890 22 8 14 3

一
ユ900 ユ8 7 1　31 16 6 1

1910
?X13

14
P4

76 ，　　　35

P　36i
16
?U 1　； 1　｛

ユ820－40は概数，一はデータのないもの
Kuczynski，　J．，　G『θGθぷc乃’cτε4θr　Lαgθ4θr／4rbθ∫τθrμη’θr　4θ1ηκαρ”α1匡5〃初5，ユ3d．

37．　1967．

聖同盟（Holy　Alliance）がそれらヨーロッパ列国によりつくられてゆく時代なのである。

その一方において，国外に市場を拡得するために植民地の獲得競争が激化し，国民統一戦

争は国民国家間のヘゲモニー獲得戦争に転化し，それはさらに直接に植民地獲得戦争，後

進地域の掠奪戦争に重なりあいつつ進行するにいたる。非ヨーロッパ諸国の占領，掠奪が

この時代における主要な対外政策の課題となり，その進行にともなって，旧帝国（・fスラ

ム世界，ヒソズー世界，中華世界）が解体され，それを包摂するかたちで・資本主義の世

界化が進行する。この時期においてもっとも特徴的な時点は・1848年一57年の時期であ

る。ヨーロッパにおける1848年の革命は，ブルジョアジーの支配の確立を意味するとと

もに，ヨーロッパプロレタリアートの階級的結成であり・それは・第一インターナショナ

ルという労働者階級のヨーロッパ的連帯をうみだす。それは原型的にブルジョアジーの世

界支配体制にたいするプロレタリアートの世界的連帯を象徴する。

　他方，革命は支配階級にたいして，協調による抑圧の必要を悟らせ・パリ条約による妥

協の道を発見させる。かくて，アジアにたいする協調的侵略が天津条約江戸条約という

かたちで具体化する。これにたいするアジアの反撃が・セポ・イの乱・太平天国，尊撰運動

（百姓一一揆）である。かくて，国民戦争の時代は・実際には世界分割戦争と重なり，植民

地・後進地域民族の側からすれば，封建的領主・土侯に指導される農民的民族抵抗戦争の

時期となる。

　帝国主義時代は世界分割の完了，資本主義の資本輸出の要請を基本的なメルクマールと

して開始される。そこでは世界の再分割と，帝国主義国以外のすべての地域の従属化・再

編成が主要な課題となる。後進地域においては，その近代化とそれによる国民国家の形成

が追求され，民族運動は新たな段階をむかえる。各地：域においてブルジ・ヨアジーの一部は

民族主義結社を形成する（中国・興中会，インド・国民会議，日本・自由民権）ととも

に，大衆運動にむかう（辛亥革命，スワデージ・スワラージ）が，他方で国民資本の形成

はその一部を売弁化し，内部から植民地化を進行させ（中国）・あるいは・自国の帝国主義

国家への変質に応じて帝国主義化する（日本・政友会）・ヨーロッパ労働者階級の一部も・

植民地収奪の余剰に依拠して労働貴族化する。第ニインターナショナルはその具体的表現

である。
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　この上にたつ世界構造の特徴は，複数の帝国主義国家の併存と競合であり，帝国主義国

家の協調体制により植民地民族を抑圧するとともに，帝国主義ブロックの形成により対

立・闘争する。外交的主題は前者の目的追求のための帝国主義諸国間の平和的共存の追求

（ベルリン体制，帝国主義インターナショナル）であるが，後者のために，その外交の活

動目標は想定敵国の包囲，想定敵陣営の分断のための同盟・－協商体制である（露仏軍事同

盟，日英同盟など）。爾余の諸国はこのようなブロックによって勢力範囲として劃定され

る。この時期の顕著な特色は中国が，列強により〈半植民地〉に転化したことであり，こ

れは強力な民族運動の存在と複数帝国主義国家の出現という事態において，帝国主義の協

調と競争の矛盾が中国の植民地化を一国に独占させなかった結果であり，日清戦争の結果

　　　　　　　　　　　　表II－3－2　世界構造と対外政策

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブルジョア国家の時代

　　　　一．市竺の竺二亘唾㊥｜」ゴ⊇憂願當膿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　イギリスによる生帝　ヨーロッパ列国に」一複数帝国主義国の成｜同左

鷲…鰻難塁1鞭藁iii藷議灘竃、藁麗

　　　　1パ世界，回教世界，
　　　　　中華世界の並存　　　‘　　　　　　　　　　…

　　　　1綴蒙議離と隆罐耀㊧竃‘罐㌶柏民嘘会ゴ三義国家の撲

1騨民　『蝶1嵩鞠1篇；‘llii鰍
　　　　溺蹄パ周辺地：〈世界の分害」〉　〈〔駒再分割〉縞化・その間の

強㍊劉綱蟻　　　　　曄国

llブ・レジ・ア国家VS・　1’i賊里動VS．品社会漣国家VS．亘

対｜li璽）・＿q璽壁1＿i－（三帝同盟）　　　　（露仏軍事同盟　　　　　　　「）
ぽ1　　麟撞国家間同盟国vs．綱
立1－…『一…　　｝『一　一「　一．　｝　一一一一一一．一……一一．　一一

本主義国家
民族解放闘争VS．帝
国主義
枢軸国VS．連合国
　（三国軍事同盟）

｜　　ス　　　　　1　　　°　‘　　　　ノヱト
1馴イ判スVS・フラン1イギ・）スVS。シア：イ判スVS．ドイ、．1資本蟻国VS．ソビ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　

≧協；酬会議）間當ぽ曇鰯禦繋覧欝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1仏協商，日米協定〕

緩禦　　　1　　働輪へ噺ヒ歳÷ま勢鰹
国際組織，　　　　　第一インターナシ・
的課題と

1　　　　　　　　　　　1ナル
1

箏三インターナシ・慌インターナシ・

幽劇　　　　農職争と職蟻‘　　　1羅フアツショ統＋
「　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　一　『　「　　　一　　　‘　　一

族の対応1　　　　　　　　　結社，不平等条約廃1民族政党の結成と大1

織　i　　　　昧形成　　1　　　新駐蟻齢と民
と国際組1 @　　　　　　　　棄ための闘争と国民1衆的独立闘争　　　1

1　　　1　　　1　　　族解繊争1　　　　　　　　　　　1
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と，三国干渉，それによる列国による中国の戦略要地の租借という事態は，まさにアジア

における帝国主義支配体制の成立を意味する。またアメリカの門戸開放宣言は，アメリカ

が自己の帝国主義化を承認しそれを全世界に表明したものであり，これに対応したフィリ

ピン革命，義和団の運動は民族解放運動に時期を劃するものである。

　ロシア革命の勃発が，世界構造に新たな段階を劃することはいうまでもない。帝国主義

国家群の新たな段階における目標は，社会主義の抑圧，とくにソビエト社会主義連邦にた

いする攻撃と，反帝民族解放闘争の鎮圧となる。このため各帝国主義国は協調する。その

体制がベルサイユおよびワシントン体制である。しかし，帝国主義諸国家間の矛盾の進行

は後進もしくは敗戦帝国主義国を危機的な情況においこみ，国内におけるフアッショ体制

と国外における植民地の暴力的支配体制をとらせ，その連合（三国同盟）を軸とする帝国

主義戦争が引きおこされる。したがって被支配階級の外交的課題は反プアッショ，反帝統

一戦線の結成が基本的で，社会主義の擁護が副次的となる（表II－3－2）。

III対外政策と国力

　皿【－1　日本の対外政策を決定する諸力

　対外政策は外交官のみの手によって決定され，また実行されるものではない。それは，

最終的には国力NatiODal　Powerによって規定される。モーゲソソーは，国力の基本要

素として，（1）地理，（2）天然資源，（3）産業能力，④軍事的準備，（5）人口，（6）国民的性格，（7）

国民的Morale，（8）外交の質，（9）政府の質をあげている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　このような指標は，いろいろな角度からとりあげることが可能である。たとえば，（2）は

③と関連させてより具体的に生産力および広義の戦費調達能力でもっておきかえることも

可能であるかもしれない。また④は今日のような科学戦の時代においては技術開発能九

あるいはそれを軍備に転化する大量生産のための各種の能力を含める必要があろう。ま

た，（6）は教育の普及度や国民の知的水準情報伝達能力等と重大な相関にあり，（6）と（7）は相

互にかなり具体的な関連がある。⑧と（9）も同様である。これにたいし・E・ILカーは・軍

事力，経済力，世論統合能力（Power　over　opinon）をあげている。また，マクマホン

は，外交政策決定の要因として，外交，軍事，経済の三つをあげ，それを頂点とする三角

形を語っている1u。

　以上のように対外政策を運用する国力については，各種の意見があるが，まず，日本の

対外政策がどのような機構で決定されていたかを考えてみると，太政官制下の日本では，

それは根源的には天皇と太政官（三大臣・参議）に集約されていて軍事担当者である兵部

卿，陸海軍卿も参議でないかぎり，最高政策決定に与かりえなかった。

　太政官制下の日本では，形式的には君主は政治的に最高の指導者であるとともに，軍の

最高指揮官であり，原則的には一切の情報を集中し，独占する可能性を有していたし，民

衆を力で抑圧し，世論を無視することも可能であった。征台の役において山県有朋の意見

書は「平戦ノ権ハ陸軍卿ノ檀ニスル所二非ズ。況ヤ本邦ノ職制直チニ聖明ヲ輔相スルノ権

分アル者二非ザルヲヤ」と，陸軍卿が宣戦，講和などについて参与できなかったことをあ

きらかとし，「始メヨリ其箒策二与カラズ，遽カニ其可否ヲ言ババ遺策無シト謂フベカラ

ズ。畢寛廟堂上深意アルモ有朋ガ敢テ知ラザル所ナリ」と，不満をぶちまけている1㌔こ
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の問題はやがて黒田清隆，伊地治正治らとともに山県を参議に任命することによって解消

されたが，機構的には全く解決をみなかった。この問題がのちに，山県をして統帥権の独

立を強硬に主張させる原因となるのである。

　明治27年6月の朝鮮への出兵にあたって，閣議は参謀総長および参謀次長の臨席を求

め，その上で出兵の議を確定している。これは明治憲法が統帥権の独立を規定しているか

らであり，6月5日に設置された大本営は，参謀総長，同次長，軍令部長，侍従武官など

をもって組織されていた。この場合派遣兵力量は，この大本営の専決事項であり，政府は

これに参与することができなかった。7月17日の第一回大本営御前会議の参列者は参謀総

長，陸海軍大臣，参謀次長，軍令部長ほかの軍幕僚と特命出席の山県枢府議長であり，政

府代表は臨席していなかった。この間に軍の大兵力派遣は大鳥一衰世凱の撤兵交渉を無効

とし，陸奥外相は「騎虎ノ勢」で単独内政改革提議から王宮囲襲策の発動となるのであ

り，二重外交の様相を呈するのである。この二重外交を統合しうるのは機構上天皇のみで

あり，伊藤首相はこの二重外交解消のため，牙山戦闘開始ののち徳大寺侍従長に依頼して

大本営御前会議の特旨参列を得たのである。したがって，明治憲法下の日本外交において

は，憲法上の統帥権独立が，二重外交を基礎づけていたとみるべきであり，明治憲法下の

日本の対外政策は東アジアへの武力進出を軸とする軍部を中心にした対外政策と，東アジ

ァ政策をその本質としつつも，西欧諸国との対応に敏感な外務省を中心とした対外政策が

分立・競合的に存在したのである。しかも，この二重外交は，結局，軍部の推進する軍事

占領政策によって統合されたしrまた統合されざるをえなかったところに・日本のその期

における対外政策の特質があったのである。なぜならば，軍事的占領政策は資本の要求で

もあり，イギリスやアメリカが軍事的占領の事実を容認するときは，軍事占領政策は資本

の政策となるからである13）。

　したがって，日本外交史においては軍部外交と外務省外交（霞ケ関外交）との対立抗争

がきわめて重要な問題となる。とくに1907年の満州軍政方針，国防方針・用兵綱領の策

定など軍部の独走は，伊藤博文の死去による元老の調停的機能の低下とあいまって両者の

対立をきわめて顕著なものとした。加藤高明外相は第3次桂内閣への入閣条件として元老

の容嫁の排除，軍閥外交の排撃をあげたが，21力条要求や，寺内外交なるものは外務省以

外のルートによるものであり，外務省の骨髄とする日英同盟論に真向から対立するもので

あった。こうした軍部外交に対決するために外務省側も対アジア外交を強化することに意

を用い，大正9年政務局を亜細亜，欧米の二局に分離し，また情報部を設置して情報の収

集，宣伝に努力した（表III－1－1）。

表III－1－1　外務省内部におけるアジア関係部局の増加

年次1　　事　　　　　　　　　　　項
　　　　　ig20．ユOl亜細亜局の独立（政務局からの分離）　　　　　　　　　　　　　1934．6東亜局に
1921．81情報部成立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1940．12情報局に
・9肌6（対支）文傾業部鑓（対支文化事務局・9235設置の編鰭）｝lil：｛；鍵麟4課

ユ933．12
1934．　6

調査部設立（外交参謀本部）　　　　　　　　　　　　　　　　　1942．ユ1調査局に
東亜局（亜細亜局を改編）　　　　　　　　　　　　　　　　　　1942．11大東亜省に

外務省の軍部外交にたいする警戒心の強さは，大正10年7月，ワシントン会議にたい
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する外務省の「根本方針」の第4項が，

　「此機会ヲ逆用シ，二重外交，軍人政治，軍閥外交ノ如キ旧来ノ誤謬ヲ匡シ，……我対外国策及

国際的立場二新生面ヲ啓キ，以テ帝国永遠ノ利益及進歩二資スルコト，要スルニ，日本ハ公正ニシ

テ且自由ナル立場トナリテ会議二望ム途ヲ講ズルコト」14）

とあることにもうかがわれる。このようにして，外務省中におけるアジア関係部局は逐次

比重を高める。それは，1927年6月，対支文化事業部の設立となり，さらに拓務省による

植民，拓殖事業の一元化がはかられるが，満州事変の開始とともに，外務省機構の一部が

漸次，軍部や軍の影響下にある機構へ吸収される傾向を示しはじめた。それは対満蒙行政

機関統一問題に端を発し，貿易省問題興亜院問題をへて，大東亜省設置にいたって，結

局，外務省外交の崩壊をみるのである。その出発点をなした対満蒙行政機関統一は，従来

日本の在満行政機関が，開放地における領事館，関東租借地および満鉄附属地の行政のた

めの関東庁，関東軍，それに加えての満鉄が存在し，また在満朝鮮人については朝鮮総督

府が干与するなど錯雑をきわめていた。陸軍は満蒙都督をおくことを主張し，関係4省

（外，拓，陸，蔵）次官会議は駐満特派総監府をおくことを決定した。しかし，満州国・

関東軍の反対により結局関東軍司令官，関東長官，満州派遣臨時特命全権大使を同一人で

兼任させることで統一の実をあげることにし，昭和7年8月8日，武藤（信義）大将を関

東軍司令官に補し特命全権大使に任じた。昭和9年6月，拓務省の猛反対をおしきり内閣

に対満事務局が設置され，林陸相が総裁を兼任した。さらに，宇垣外相の反対辞任を生ん

だ対支中央機関一興亜院設置がある。これは「支那ト満州トヲ同一視スル形ノ下二諸般ノ

事務ヲ統合セントスル」もので，「外務省二対スル不信頼ノ声ヲ利用シ，各省が此際支那

進出ノ分ケ前ヲ獲得セントノ考ヨリ出デタ」ものであった。外務省はこの見地から，外務

省外局として「支那経済開発事務局」を設置することを提唱したが，法制局は東亜省案を

もって対抗した。結局，五相会議は，対中国行政の全般，金融経済，文化工作，国策会社

の監督，その他対中国政策に関する一切の事務を包括するものとして興亜院を設立するこ

ととなった。これは，中国を植民地と同一に扱おうとする軍事占領政策の官制化であり，

日本の全外交の核心である対中国外交を全外交から機械的にきりはなし，それを軍部の統

制下におくことによって，法制的にも外交機関を二元化して，二重政府，二重外交を固定

化しようとするものであった。これは宇垣外相の抗議的辞職にもかかわらず昭和13年12月

設置，初代総務長官には陸軍中将柳川平助が就任した。

　こうして，アジア関係の外政機構がつぎつぎに新設され，外務省の機能が失われていく

のであるが，翌昭和14年には外務省通商局を吸収しての貿易省案，情報部，文化事業部を

接収する宣伝省案などが提出され，外務省側も外政省構想を提出した。この極点に設置さ

れたのが，大東亜省である。これはさきの法制局案のやきなおしであり，拓務省，対満事

　　　　　　　　　　　表III－1－2　外務省機能の分離独立

年次1新識剰　外務省より分離した事務権限
　1929．6　拓i務省1外務省移民保護奨励，移民関係事務
　1932．　8
　ユ934．12

鑑｛i醗講墨鰹麟硫東郷異相睡　）宇垣湘職
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務局，興亜院，外務省東亜局，同南洋局は廃止統合された（昭和17年11月）。これによ

り，いわゆる大東亜地域内の諸外国および諸地域に関する政務の遂行はあげて大東亜省の

担任するところとなった（表III－1－2）。

　かくて，二重外交が軍事占領政策によって統合され解消した時は，同時に機構的にも日

本の対外政策の核心である対アジア外交が外務省所管から消滅した日だったのである。

　以上，みたように，日本の対外政策の糾明には，狭義の外務省を軸とする外交過程をみ

るのみでは全く不十分なのであり，それと並んで軍部の包懐する対アジア政策および世界

政策を，軍部自身の歴史的変質過程と対応させながら把握しなければならないのである。

　皿一2　対外政策決定に直接参与した力

　政府の最高決定機関は閣議であるが，統帥の独立により軍の意志をも含めて国家意志を

決定する機能は，法制上天皇が有するのみで，そのための機構は常設されていなかった。

いわゆる御前会議は，官制的に定められたものではないが，会議に最高権威が与えられる

ものであり，きわめて重要な意義があった構成員はそのときどきによって異なるが，元

老会議，元老主要閣僚合同会議，あるいはこれに陸海統帥部の長が加わり，これによって国

務と統帥の乖離を解消しようとした．しかし，御前会議は重大国事決定のさい以外は開か

れないのが慣例であったから，国防と外交，財政を調整するためには別の機関が要請され

た。そのための機関のひとつとして防務会議がある。これは1914年6月23日開設され，

1922年9月16日廃止されるまでの9年間，1産海軍備の調整を目的に設けられたもので，大

隈首相はユ914年6月27日の貴族院予算委員会で「内外ノ形勢，経済ノ状態及陸海軍ノ必

要二応ジテ計画其宜シキニ中リ施設其当ヲ得テ十分ナルー致調和ヲ保クシムコト」が防務

会議の目的であると述べている。この議員は内閣総理大臣，外務大臣，大蔵大臣，陸軍大

臣，海軍大臣および参謀総長，海軍軍令部長であった。防務会議がワシントソ条約の締結

によって廃止されてのち，しばらくこの種の機関は設置されなかったが，やがて昭和に入

ってのち軍の発言権の強化とともにふたたび必要とされ，漸次定例化した。これは，初期

においては閣議の承認も，法制上の根拠もない，単なる有力閣僚の懇談会であったが，現

実には5．15事件直後の斎藤実内閣にはじめられて以来事実上のイソナー・キャビネット

となった。斎藤内閣で五相会議を構成したのは首相および高橋蔵相，広田外相，荒木陸

相，大角海相でああり，荒木陸相の準備した「皇国国策基本要綱」を軸に，昭和8年9月

より10月まで5回にわたって開かれている。ついで，1936年，陸軍の提出した「国防国

策大綱」と海軍の「国策要綱」とを調整するため，陸，海外の三省の協議により，8月

7日，「帝国外交方針」を四相会議（広田首相，有田外相，寺内陸相，大角海相）で決定，

っいで，馬場蔵相を含めた五相会議において「国策ノ基準」を決定した。この五相会議が

定式化するのは，拡大の一途をたどった日中戦争処理のため，閣内統一と軍の統制を強化

する目的で近衛内閣が，昭和13年6月10日の閣議で首相以下，板垣（陸相），米内（海

相），池田（蔵・商相），宇垣（外・拓相）の五相会議を最高国策のいっさいを取扱う首脳

会議として承認したことにはじまる。この会議は6月24日「今後ノ支那事変指導方針」を

決定している。つぎの平沼内閣でもこの形式が踏襲され，昭和14年1月19日以降70回余

の五相会議を開き，日独伊三国同盟案を審議した。これは日本が戦時体制に移行し，対外

政策において軍の発言力が強化されたことに対応しており，この五相が，つねに閣内の首



一近代日本外交史の時期区分一一　　　　　　　　　　　　　15

脳部を構成し，対外政策についての最高決定権を有していたというかたちで，直ちに一一般

化することは避けるぺきであるが，事局の緊迫化とともにこれが常態化したことは，この

外交，財政，軍事担当大臣が，平常時から，対外政策の決定には大きな決定権を有してい

ることを暗黙裡に承認されていたからにほかならないであろう。これをマクマホンになら

って，三角形で表示すれば（図III－2－1）のごとくなるであろう。

　もちろん，このような表示はきわめて事態を単純化したものであり，明治憲法下の日本

の対外政策にかかわるものにすぎないことを前提とするし，より具体的には元老会議の統

合力の失われつつあった1907年から戦争政策が他のあらゆる政策をのみこんだ1939年の

あいだについて妥当するというべきであろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　C

　　　　　　　　　　　　　c；、
　　　外　　　　　　　　　　　　　」・、

　　　藁一麟瀞、・’心ザー＼べ
軍事官僚の発言力　　　　　　　B　　’ゾ　×　　　　　＼’A　　B

　　国際政治力

図皿一2－1　　　　　　図皿一2－2　　　　　　図皿一2－3

　△ABCにおいて∠A，∠B，∠Cをそれぞれ外交官僚，軍部，財政官僚の対外政策決

定における参与率であるとし，それに対応する各辺BC，　AC，　ABは国際政治力（In血uence

in　International　Politics），軍事力（Military　Ability），財政調達能力（Financial

Ability）の大いさを表現するものとすれば，三角形のかたちは三辺もしくは二辺と一角，

一辺もしくは二角の大きさによって決定されるから，六つのエレメントのうち三つが判明

するときは，他の三つが決定されるであろう。いま政策決定の場を△ABCに外接する

円で表わすことができると仮定すれば，理想型である図III－2－2においては場の中心O

と，その三角形に内接する円（対外政策決定者の構成する場）の中心P，は一致する。

　これにたいし，日本のばあいのように軍事力の他の諸力にたいする割合が相対的に高く

加えて，軍部の対外政策にたいする発言権と決定権が統帥権の独立によって固定化してい

るところでは三角形の頂点CはC’，C”と移動し，政策決定の丘eldの中心（0）と政

策決定者の構成する丘eldの中心（P）とのずれは顕著なものとならざるをえない（図

IIL2－2）。図形上では点Pの軌跡は孤OBを動くことになり，結局軍部の独裁にいた

ることを示している。このことは，すべてのブルジョア国家において二重外交現象はあり

うることを示しているが，同時にそれは点Pの0への復原運動をもつ。日本のように統

帥権の独立が極端なまでに定式化された国家においては，この復原現象（たとえば，原敬

内閣のもとにおける政策）は成功し難く，点0と点Pのずれは固定化される。これが，

日本において特質をなす二重外交であり，PはOBをたどって，軍部独裁点Bに収飲

するのである。

　この図に若干の説明を加えればABは，天然資源，産業能力との関係において規定さ
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れるが，∠Cに示される財政官僚の発言力は財政能力に比例するものと考えられる。∠C

はABが縮少するにつれて角度を減少するが，それは，生産力にたいし相対的に軍事力維

持の負担が荷重させられることによって，財政の屈伸性が失われて，いわゆる財政硬直化

が進行することを表示している。また，国際政治力は，国際政治の場において一国が対外

的な関係についてもっている能力であり，その国家の対外政策の伝統，外交の質，国民

性，国民の知的水準などにかかわるが，就中地理的条件と，同盟，主敵の関係において規

定されるところが大きいと考えられる。この国際政治力の変化は，同盟，主敵関係，情報

収集能力などの変化と，運輸・通信技術の発展による地理的条件の変化を軸に考察すべき

である。

　次に・軍事力は軍に兵員・兵器の数など物的諸力のみではなく軍隊の機動性・兵員の質，

軍および国民の士気　（morale），潜在的軍需能力などにもかかわるであろう。そこで軍

事力の強大さACは結局，経済力ABに規定されるとともに，∠Bの角度すなわち軍事

官僚の発言権が大となればなるほど∠Aの角度が減少すること，すなわち↓外交官僚の発言

力が低下していくことを示している。これは軍事占領政策が国際的孤立を招くであろうこ

とを示している。もちろん，先にも指摘しておいたごとく，一般に図式はあまりにも事態

を単純化するが故にピ常に限定的な意味においてしか適用できない。一いま，この図形｛ま帝

国主義時代の日本対外政策における軍事力と軍部の政策決定参与の問題を図式化したにす

ぎず，それ以上に看効であると主張するものではない。

　以上の図形を中心とする考察によって，われわれは対外政策史を考慮するとき，直接そ

れにかかわるものとして　（1）政策決定の場の歴史（一政治史）と，②広義な軍事能力の変

化の歴史（一軍事史），③財政能力の変化の歴史（財政・経済史），④国際政治力の変化の

歴史（日本をめぐる主敵・同盟関係の変化，運輸通信技術の変化を軸とした国際政治史）

を前提として考慮すべきこと，また，軍事，財政，外交官僚の発言力を，法制史を通じ

あるいは，閣議議会などの実態調査を通じて，その決定参与力を追求する必要がある。

　1旺一3　i環境とナ旨導

　このばあい，政策決定構成の場と国際，国内環境，いいかえれば，それがこの図におけ

る政策決定の場との関係は，一・応はすでに山川雄己の図によって与えられているが，これ

を帝国主義時代の対外政策決定過程に適用するためには，国内環境における支配階級と被

支配階級の対抗と，それぞれの政治指導への入出力およびフィード・バック過程を考慮す

る必要があり，同様に国際環境についても帝国主義国と被支配民族との対抗関係および入

出力とそのフィード・バック過程を考慮せねばならない。

　対外政策においては，とくに在野団体や反政府派の行動および主張が政策決定過程にど

のようにくみいれられて行くか，また，反体制運動の側が政府の対外政策にたいしてどの

ような政策を対置したかを検討することは重要である。たとえば，明治期における自由民

権運動の主張や，興亜会，東亜同文会の主張，玄洋社や黒竜会を軸とする強硬外交の行

動，あるいは，平民社の反戦運動は，この観点から再整理される必要がある。とくに，ロ

シア革命以後，民族独立運動の国際的連携，支配帝国主義国の労働者階級の連帯が成立し

て以後は，この問題の研究はきわめて重要となる。

　すでに，1920年においてコミンテルン第二回世界大会は，「民族および植民地問題に関
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するテーゼ」を決議し，被圧迫民族の運動に決定的な影響を与えているが，とくに1927年

の中国革命の展開とともに2月，ブラッセルにおいて開かれた植民地圧迫反対国際大会に

は，中国，インド，・インドネシア，朝鮮，ヴェトナム，フィリピン，仏領植民地，エヂプ

ト，中，南米諸国，メキシコなどの被圧迫民族とともに日本，ベルギー，オランダ，アメ

リカ，フランス，ドイツ，イギリスなどの代表が参集し，会議の最終日（2月14日）には

国際反帝国主義民族独立支持同盟を結成し，4．12の蒋介石による反共クーデクーの直後

にに，漢口で太平洋労働組合会議を開き（5月20日），さらに，1929年8月，ウラジオス

トークにおいて汎太平洋労働組合会議を開催し，各地における運動の国際的連帯を表明し

ている。日本でも，田中内閣が山東出兵を行うと（1927年5月），直ちに対支非干渉同盟

が組織され，「支那革命運動バー面国際帝国主義ノー環ヲ切断スル意義アルモノニシテ，

他面対ロシア世界戦争ノ点火材料デアルガ故二，日本ノ労働者・農民ハ対支武力干渉二反

対セネバナラヌ」とした。さらに中国革命における共産党の敗北が明確になった1928年

に，コミンテルン六回大会は，世界資本主義が一般的危機の第三期にはいり，「生産力の

増大と市場の縮小との間の矛盾が全く特別に尖鋭化された」という認識のもとに，世界政

治が「不可避的に新しい段階，即ち帝国主義国家間の闘争，ソビエト連邦にたいする闘

争，帝国主義およびその干渉にたいする民族解放運動，巨大な階級闘争の段階にまで導か

れる」と判断し，世界的に帝国主義戦争を革命に転化することによって阻止することを訴

えた。日本でも，これに応じて対支非干渉同盟は，「すでにソビエト，ロシアへの侵略が

可能なる範囲で開始されている」という判断のもとに戦争反対同盟に編成替され，さらに

1929年11月，反帝同盟日本支部となった。戦反同盟において特徴的なことは，組織運動

方針において，「戦争反対同盟ノ闘争目標二賛成ノ人々ハ如何ナル人々モ組織スルコト

（労働者，農民，学生，芸術家一左翼，中間ヲ問ハズ）」としていることであり，日本反

帝同盟も「日本帝国主義に反対し，朝鮮，支那その他の被圧迫民族の政治的及び社会的解

放闘争を支持する全個人及び組織を各自の特有な目的には関係なく団結せしむることを目

的とす」としていた。

　同盟の闘争目標は，「（1）日本帝国主義国内の労働者・農民と朝鮮，台湾，満州，蒙古等

の日本帝国主義に苦しむ植民地の被圧迫民衆と更にソビエト連邦の労働者・農民と団結せ

しめること。（2）朝鮮，台湾，蒙古等の植民地の被圧迫民衆への民族的抑圧，差別待遇の為

に闘うこと」など六項目であった。このような帝国主義国の階級闘争と，その圧迫下にお

かれていた民族闘争の結合，民族闘争の国際的連帯の成立は劃期的であり，それが政策指

導に与えた入力の影響は，今後いっそう系統的に検討されるべきであり，理論的に位置づ

けられなければならない。

IV　関連領域の時期区分

　IV－1　政治史の時期区分

　外交史の時期区分の必要前提条件として，政治史の時期区分を行うべきことは，IIIで

明らかにしたとおりである。

　今日までの政治史の時期区分は，一般的には「政権を主として担当している層，あるい
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は実際に運用している層」によって行われてきたと指摘する臓山政道は，これにかわる新

たな観点として，「政治的統一の基礎・機構並に運用」を指標とすぺきだと主張し，つぎ

のように近代政治史を区分した15）。

第一期　現代政治の形成期　　1868－89

第二期　現代日本政治の発展　1890一昭和初年

第三期　現代日本政治の危機　1929年以降

　これについては，後年にいたって岡本宏の「基本的要素として社会集団〈基本的には社

会階級〉の権力をめぐる運動」を考慮していないという批判がある。岡本はその点を中心

に政治史の時期区分に再検討を加え，つぎのように論じた1⑤。

「経済が社会発展の土台であるという理由で，純粋に経済関係のみをもって基準とすることは，経

済主義におちいる。……最も重要な標準は，生産力と生産関係によって規定された階級闘争の性質

の発展，変化である。しかし，階級関係や階級闘争を唯一の基準とすることは誤りで，生産力の発

展と階級闘争によって規定される諸制度，文化，イデオロギー等の諸現象の具体的な発展，変化を

考慮にいれなければならない」

結局，岡本は政治史は「政治の本質によって規定されなければならない。」とし，政治史

の時期を劃する基準は，経済的発展によって生れる基本的階級対立の変化，それが政治の

場に反映した政治闘争の階級的内容の基本的変化と，それに必然的に規定される権力の階

級性（毛沢東のいうく国体〉の変化）という政治上の基本的事実にもとめる。また，時期

を劃する基準は副次的階級闘争の発生，発展，消滅および基本的階級対立の量的変化，さ

らには国際情勢の変化などによって規定される政治的内容の変化，およびそれにもとつく

権力の統治形態（毛沢東のうく政体〉）の発展，変化という政治上の副次的事実にもとめ

る。岡本がこの指標にもとついて試みた政治史の時期区分は表1－2－1に記した。

　那須宏・木坂順一郎は岡本を批判し，階級闘争それ自体によってではなく，社会構成体

の発展の内的論理，とくに社会構成体の客観的矛盾と階級闘争との関連のなかにこそ求め

られなければならないと主張する。その関係は，つぎのように約言される。社会の階級関

係は一定の社会関係のうえに定着させられ，階級闘争の諸結果は，それに照応する一定の

社会関係を必然化する。「社会関係のうえに定着され，客観化された階級関係が社会構成

体である」と。したがって，階級闘争は経済構造の矛盾から発生し，それによって第一義

に規定されるが，いったん発生した階級闘争は土台の矛盾のみでなく，社会構成体全体の

矛盾を反映する。被支配階級は土台の変革のみでなく上部構造とくに国家の変革を意図す

るようになり，支配階級はそれに応じて政治権力の改革・再編成を行う。那須，木坂はこ

のように主張して，時代，時期を区分する基準は階級闘争それ自体にではなく，つぎの四

つの事柄を理論的に一貫して分析することに求めなければならないという。

1）　土台の発展に照応して，社会の合法則的発展を規定する客観的要因としての社会構成体の諸矛

　盾をあきらかにすること。

2）かかる社会の合法則的発展を実現する歴史の推進的，創造的主体としての階級闘争を分析する

　こと。

3）階級闘争の高揚の結果である国家形態，立法および諸制度の変化を追求すること。

4）その結果としておこるつぎの時代・時期の社会構成体の諸矛盾の変化をあきらかにすること。

以上のような立場から，那須・木坂は，第一期，絶対主義成立の時期（明治2－10年）
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根本矛盾は絶対主義と人民に変り新しい時代がはじまる。政治権力は無制限の専制であ

り，主要な矛盾は専制と士族反対派の矛盾であるという。このばあい，明治8年の大阪会

議と立憲政体の詔にはじまる専制の自己修正，神権的専制から啓蒙的専制への変化は重要

であるが，この論文はその点に言及していない。

　第二期は，自由民権運動の時期（明治10－22年）

　主要な矛盾は専制と自由民権運動の矛盾となるとし，基本的矛盾，基本的階級対立は，

この時期の終期に地主と農民，ブルジョアジーとプロレタリアートの矛盾・対立を加

える。

　第三期は専制と民党の抗争期とされ，政治権力の性格が，国家の階級的内容の変質に対

応して立憲的専制に転ずるとされる。この区分において問題なのは後述するように，対外

戦争の問題が完全にドロップしていることであり，他民族の支配，抑圧がどのように支配

の形態，内容を変化させたかを考慮していないことであり，この期においては，日清戦

争，台湾領有の意義が視野外にあることが最大の問題である。

　第四期，民衆運動の時期（明治33年一大正13年）

　専制はブルジョアジーとの組織的提携なしには存在できなくなり，ブルジョアジーは革

命を恐怖して専制に依存し，天皇制は専制的支配体制を再編成し，君主制は政党の制限を

うけて制限的専制に転化する。根本矛盾はブルジョアジーを自己の支持者とした絶対主義

とプロレタリアート，農民，小ブルジョアジーとなるという。

　第五期，政党政治の時期（大正13年一昭和7年）

　この時期は政党政治の成立により，自由主義ブルジョアジーのすべてが支配体制にくみ

こまれ，支配体制は政党政治を体制統合の重要な手段として再編成されるが，それはブル

ジョア君主制への可能なかぎりの接近ということができる。しかし，この支配体制の再編

は旧国家機構との矛盾をうみ，具体的には統帥権論争をめぐる政治危機をうみだす。

　第六期，戦争とファシズムの時期（昭和7年一20年）

　天皇制はファッシヨ的天皇制に転化するが，絶対主義としての限界からファシズムへの

移行は完了しない。絶対主義の時代は人民による根本矛盾の解決によってでなく，　「腐朽

の結果，自家中毒を起した天皇制の崩壊によりおわるという。

　以上の方法は，はなはだ興味あるもので，政治史の時期区分の今後の出発点をなしてい

る。この方法における最大の問題は，政治の延長であり，国家意志発動の最高の形式であ

る戦争の問題が，方法的に位置づけられていないことである。これは国際的契機がどのよ

うに内政にくみいれられるべきかという問題の無視ないし軽視の問題とかかわっている。

シャー・リブの指摘したように日本資本主義にとって戦争は最大の蓄積源だったのであ

り，戦争の発動とその結果は，単なる外因として変化の条件たるのみならず，つねに内因

にくみこまれてゆくのである。この点を考慮して，若干の修正を加えたのが表IV－1－1

である。これにたいし，研究会のメムバーから対案が提出されている。この両者について

検討を進めてゆく必要があるが，いま直ちに最終的な結論を得ることが出来ないので，一

応並列的に提出しておく（表IV－1－2）。

　IV－2　軍事史の時期区分

　軍事史の研究は敗戦まで関係資料が秘匿されていた関係もあり，戦前までは軍関係者の
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表IV－1－1　　日本政治史の時期区分（試案一1）

嘉永6一万延元

怏ъｳ一文久3

ｳ治1一慶応3

幕府独裁派VS．修正派

�錐≡ﾌ派VS．激派

虚{VS．倒幕派

封建制度の危機と絶対主義形成を
ﾟぐる抗争

e

慶応8一明治2

ｾ治2－　　4
@　4－　　　6

@　7－　　10

内乱

ﾋ体制の解体

?v
I士族民権と士族反乱

封建制度の解体と明治政権の確立
x国強兵・殖産興業のための諸改
v独裁の形成とその矛盾・絶対主義の自己修正（啓蒙的専制の立憲的i専制への移行）

専制VS．士族反対派

内乱

_権的専制

[蒙的専制

11－　　14

P4－　　17

P8－　　22

豪農民権と国会開設剰
ｮ自由党と〈脱亜入欧〉

蜩ｯ団結と憲法制定

日本の近代化・国権論と民権論を
ﾟぐる明治政府と自由民権の抗争
尠@と国会による決算

専制VS．自由

ｯ権
立憲的専制

23－　　26

Q7－　　28

Q9－　　33

民力休養と軍備拡張

ﾎ外硬と日清戦争

n租論戦と政友会

国会における自由民権派の民党と
ｵての明治政権に対する抗争の継
ｱ：ブルジョアジーとプロレタリ
Aートの階級的結成：ブルジョア
Wーと地主の間の矛盾の表面化：
ｾ治政権のブルジョアジーとの提
g強化と絶対主義の新たな自己修正（立憲的専制の制限的専制への

ﾚ行）：〈自由党〉の終末：専制
i護と天皇制擁護の同一化

専制VS．民党 制限的専制

33－　　36

R7－　　38

R9－　　43

裏安警察法と社会民主馨罐霧繊5昏禦欝日露戦争と民衆運動　　　　　　　　　　i主の間の矛盾の拡大：ブルジョァ　　　　　　　　　　1ジーとの結合：大逆事件による社関税論争と大逆耕薩罐鍵挫折と聴の屈折　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一一

天皇制VS．

l民

@一一’．一

　　44一大正1

蜷ｳ2－　　3

@　3－　　　7

オオルド・ニッポンの
?@
寳ｭ擁護運動と同志会

謌齊汾｢界大戦と米騒
ｮ

民衆運動および労働運動の興隆によるオオルドニッポンの危機：産業ブルジョアジーの政党との結合および立憲主義による民衆動員の

?實^動：絶対主義の制限的専制への移行完了：護憲運動の分裂と

ｯ衆運動の自然発生的暴動化

7一ユ・1普醒動と政党の綱賭轟雛緩麹勢繋酬　　　l

戟G二竃総麟灘1撚1羅　灘釜
　　14一昭和4

ｺ和4－　　　5

@　5－　　　7

政党政治と治安維持法

蜍ｰ慌と統帥権論争

痩ﾆ改造運動と15年戦

麟纏籠欝㌶離鐵1産党および無産政党の弾圧：絶対i主義機構の改革と絶対主義勢力のi反動：国家改造と対外戦争：政党政治の終末　　　　　　　　　1

7－　　11

P1－　　12

P2－　　　15

P6－　　20

政党政治の終末とクー
fター
R独裁の形成と日中戦争精動運動と翼賛運動

謫�汾｢界大戦と敗戦

国家改造をめぐる支配階級内部の
R争：軍独裁と官僚支配による決算：戦争指導における絶対主義機

¥の矛盾：東亜新秩序と大東亜共
h圏：敗戦

天皇制のファ
bショ的再編

ｬ

20－　　25

Q5－　　30

R0－　　35
R5－　　40

S0－　　45

占領と改革
ｼ講和・半占領と安保条約

ｩ立と安保改定
sx成長と安保体制アジア安保と大東亜共

h圏

占領権力VS．
坙{国民
uルジョアジーVS．プロレタ

潟Aート

国民主権：ブルジョア君主

ｧ
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表IV－1－2　　日本政治史の時期区分（試案一2）

国割国類型

形譲 政治
ﾌ制

権主 劃反対派
基本的特徴 P劃期・備考

封

封建 幕藩 封建 開葬
ｾ・
I農
ﾌ民

封建制の危機・民族統一国家

ﾌ形成をめぐる抗争，倒幕
一1853　開国

王 体 領 主
建 ■

制 制 主 草

一1868
国 絶 官 領

民族統一国家の実現
対 主

家
王

農
i

政 僚 民
1871

資過

{渡
立過

專n
有 官 士農

ｰ民
近代化をめぐる抗争（国権と

廃藩置県

制国 君主 司 僚 亘 民権）
憲法制定へ

家への 製の 専制

　藷

P琶

権派

近代国民国家の完成

藩 1官 民ル

}ジ
立憲制の発足，議会が政争の

憲法発布

立 閥 ｛僚 ・　ヨ 主要舞i台となる。官僚と政党

憲
支

地ア
蛛E
E農

の抗争と妥協，ブルジョアジ

[・ vロレタリアートの成長
配 党 ブ民

君

資　　　　本

主制

　政

@党
P　政

㍑、ζ趨 1非アァ＿1特・1社1権プト会

E巨リ

政党政治の確立，民衆の政治

I登場（デモクラシーと社会

蜍`）

一1913大正政変

@　　　5．15事件
一1932

君ム 軍 i官 政
全般的危機への対応をめぐる

制
禦 部 僚 掌

抗争，政党の没落と軍部の進

膓ズ 独裁 蛋芭 民衆

国
占 占 民 敗戦，独立の喪失

一1945敗戦

家

共和制
領体

領

象 制 軍 族
徴天皇割

藁葡民主 膓ζア

人 国民主権，平和と民主主義，

骰綜蜍`復活，マス・デモク

宴Vー，社会主義と労働運動

一1952講和

主 政 の発展
義 党 民
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一部が行った程度であって，きわめて発達がおくれている。最近ようやく防衛庁戦史室か

ら，かなりまとまった戦史叢書の出版があり，ようやく体系的に研究することが可能とな

った。このため，時期区分についても十分論議が尽されていない。

　今日までの軍事史の概説書にっいていえば，伊藤正徳『国防史』18）が建軍，日清戦争，日

露戦争，世界大戦，軍縮大陸事変に区分し，藤原彰『軍事史』⑨が，武士団の解体と近

代兵制の輸入，徴兵制の採用と中央兵力の整備，天皇制軍隊の成立，日清戦争，日露戦

争，帝国主義軍隊への変化，総力戦段階とその矛盾，満州事変から日中戦争へ，第二次大

戦，再軍備とその矛盾などに章別叙述しているのをみる程度であって，なお便宜的に区分

されている段階にとどまり，理論的考察も深められていない。したがって，ここに提出す

るプランもなお試案の段階を出るものでないことを予めお断りしておきたい。

　まず，第一に，軍事史の位置づけであるが，IIIにおいて強調したように，日本におい

ては外交政策の決定過程において，軍事の占める役割は非常に大きい。とくに帝国憲法に

おいて，統帥権がきわめて明確な独立性を有していたことによって，用兵，作戦について

は絶対に外部の容嫁を禁じ（日清戦争の際における伊藤首相の1894年7月27日以降にお

ける大本営参加が唯一の例外である），財政に重大な関係のある編成についても上杉慎吉

の憲法学説を楯に統帥権干犯論争を起している。このようにして，軍部は行政府から独立

し，軍部大臣現役武官制をもちいて，行政府の死命すら制したのである。

　そこで，日本の外交戦略の決定にたいし，軍部は強力な独自性を有した。たとえば，明

治40年に制定された国防方針は，

　一．帝国国防ノ本義ハ自衛ヲ旨トシ，国利国権ヲ擁護シ，開国進取ノ国是ヲ貫徹スルニ在リ。

　二．帝国国防ノ方針ハ帝国国防ノ本義二基キ，国力二鑑ミ，勉メテ作戦初動ノ威力ヲ強大ナラシ
　　メ，速戦速決ヲ主義トス

　三．帝国ノ国防ハ帝国国防ノ本義二鑑ミ，露国，米国，仏国ヲ目標トシ，東亜二於テ攻勢ヲ採リ得

　　ル兵備ヲ整フ

　四．帝国国防二要スル兵力ハ左ノ如シ

　　　　陸軍　五十師団
　　　　海軍八・八艦隊

であり，日本の対外戦略を守勢から攻勢に転じさせるとともにアメリカを想定敵国に加

え，二正面戦略を採用した劃期的な決定であるが，このような重大な国策決定は参謀総

長，軍令部長のあいだで策定せられ，首相は「特二国防二要スル兵力ノ内覧ヲ許サレ」た

のみであり，その写本も首相，陸相，海相および参謀総長，軍令部長の五者のみに配布さ

れ，その他の閣員にたいしても機密国策として厳秘に付された⑳。原敬は日記において

「ソレ（国防方針）ハ軍ノ当局者ノミノ間二於テ決定シタルモノニテ，閣議ノ決定二非ズ」

と西園寺首相が述べた旨記している21）。しかもこの国防方針は，用兵綱領とともに勅裁を

へたものであり，絶対的権威を有したものであるから，軍部の決定した国是が日本の対外

戦略の基本となり，歴代内閣は常にこれに拘束されたのである。この点について，尾崎行

雄のつぎの指摘は事態の本質については，きわめて正確であった。

　「現在の制度は根本的に於て驚くべきことになっている……国防問題を極めるに当っては内閣大臣

　には関係せずして，内閣以外の機関に於て之を決定する。而して然る後に之を内閣に下して諮問す

　る。其一年二年に関する予算と関連した所に至て初めて内閣総理大臣は之を承知する。……総理大

　臣は或る時期までは国防計画なるものを知らないのであって，参与もしないのである。総理大臣以
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外の機関に於て決定するのである。その計画に仮令誤ちがあろうとも其閣員は責任を負はぬのであ

る。」（大正3年1月30日）22）

　しかも，ここにおいて，最大の問題は，海軍がアメリカを仮想敵国とし，それを国防方

針として確定したことであった。これが，八・八艦隊計画となり，海軍軍縮問題から九カ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ国条約にいたる日米抗争を激化させるのであるが，当時の林外相によれば，日米間の不

隠，不信の源泉は専ら移民問題の一一事のみだったのである2〕）。そして明治41年9月25日

の閣議決定の対外政策方針は，

　「帝国ハ政治上二於テ米国トノ関係ヲ親善ナラシムル必要アルノミナラズ，同国ガ我商業上ノ大華

　客国タルノ事実二鉦ミ，同国トノ親交ハ益々之ヲ増進スルヲ必要ナリトス」

としているのである2㌔

　かくて，日清戦争外交にすでにあらわれていた二重外交は，国策という形で確定するの

である。

　日本外交の特質は，このような統帥権の独立を基礎とする行政府と軍部の対立独走によ

る二重外交にあるのであり，したがって，対外政策の時期区分には，軍事史の検討が重要

なのである。

　軍事政策の展開を検討するための指標としては，さしあたって国防方針，用兵綱領をは

じめ，軍内部の指導権，その主流的イデオロギー，軍の政治的位置，軍制，軍備軍事技

術，軍需産業の能力などが多面的に検討されねばならぬが，この総体を表現するものとし

て決定的に重要性をもつものは，国防方針，すなわち，想定敵国の決定と軍事同盟国の選

択，およびそれにともなう軍事戦略の変化である。

　1868－1877年における軍の任務は内戦鎮圧であり，建軍の過程であった。ここにおいて

軍備の目標は近衛および六鎮台の整備におかれ，軍事戦略は専守防禦である。軍が対外作

戦軍への編成替を指向し，鎮台を変じて野戦に適する師団を置くのは，1877年から1890

年にいたる期間であり，これが第二期となる。これは西南戦争の勝利により最大の反政府

的な武装団体である鹿児島私学校党が壊滅し，内乱による政府崩壊の危険が消滅すること

による。陸軍はドイツ式二元軍制を採用して参謀本部を設立し，反山県派を駆逐（月曜会

事件），清国および朝鮮における調査に着手するとともに，野戦軍を建設する。その一方，

侵攻力のある艦隊建設に進み，・イデオロギー的には軍人勅諭を発布して，国民軍ではなく

て天皇の親軍であることを明確にする。戦略目標は主権線の擁護であり，想定敵国は清国

とされる。

　第三期の1890年一1900年は，戦略目標が主権線擁護から利益線拡張にと拡大される。

それに応じて従来の陸主海従が陸海軍併立となり4000トン級主力艦7隻を基幹とする6

万トンの海軍が建設される。軍制面では戦時大本営条令の制定，海軍々令部の独立があり，

帝国憲法によって統帥権の独立が明文化されたことにより軍部の政治的地位は飛躍的に強

化される。イデオロギー的には金鶏勲章の制定，海軍拡張の詔（第四議会）があり，肇国

の精神とともに八紘一宇の思想が普及せしめられる。

　以上のような準備のもとに軍が主導して惹起した日清戦争の勝利は軍の威信を決定的に

高めた。しかし，シベリア鉄道の敷設と三国干渉は，ロシアにたいする警戒心を高め，軍

部は日清戦争前から清国と並んで想定敵国に算入していたのを，戦後は第一順位におしあ
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げ，清国からの賠償金によって大軍備拡張にすすむとともに，中国の義和団鎮圧の列国連

合軍の主力となり，極東の憲兵として民族運動抑圧の尖兵たりうることを実証する。

　第四期は北清出兵から1907年までである。この時期の想定敵国はロシアであり，同盟

はイギリスとされる。戦時大本営条令を改正し13師団，六・六艦隊によって陸海拮抗の
　　　　　　　　　　も体制をとって日露戦争をたたかい，朝鮮を保護領化するとともに満州南部を勢力圏下にお

さめ，名実ともに帝国主義の有力な一単位となる（七大国）。

　列国協調のもとで，利益線を拡張するという基本的方針は，1go7年の国防方針の決定に

より覆され，第四期にはいると全面的攻勢が基本戦略となり，以後これが内政を拘束する。

　この戦略的攻勢方針のもとで，想定敵国はロシアとアメリカに分裂し，軍備も戦時50

師団，八・八艦隊と二正面作戦構想に対応したものに改変される。前期において国産化の

進展した軍需技術の発展に応じて，交通兵旅団，飛行中隊　陸軍技術本部が新設され艦隊

も重油化されて，資源問題に軍の目がむけられ，軍需局，海軍燃料廠が設立される。軍の

政治的位置を示す事件には上原勇作の帷握上奏，単独辞職事件がある。これは，政府の側

からすれば，内閣の倒壊であり，陸軍の横暴ストライキであったが，軍の側からみるな

らば，犬養毅のいうように「陸軍当局者，海軍当局者がいかなる計画を立てられても，其

計画は無効に帰すると云うことになる。何故無効に属するかといえば，一国の財政，経

済，外交を度外において立ったものであるから，此の計画は時期と云うものを定めること

ができない。……そこで，計画者が強て之を遂行し実施すると云うことは何であるかと云

えば，世に所謂「ストライキ」である。……威嚇手段も，今日では余程効能が薄らいだの

である。資格が延べられて，予後備の大中将にまで延べられたから，此の以後運動も出来

ない。軍事当局者がどう計画しても殆んど画餅である」（第三十一回衆院本会議における

演説）。政党勢力の政治的進出にたいし，軍は在郷軍人会を組織し，軍隊内務書を制定，

対抗する。この時期には，辛亥革命干渉，山東出兵，間島出兵，シベリア出兵など，用兵

は民族抑圧を基本任務とする帝国主義軍隊であることを明示した。それと比例し軍隊の腐

敗が進行する（シーメンス事件）。イデオロギー的には歩兵操典の二度にわたる改訂によ

り，独断専行が奨励され，攻撃精神が強調される。この時期の特徴は攻勢戦略のもとで攻

勢戦術がとられたことであり，帝国主義軍隊の性格を極度にまで露呈することである。国

民皆兵による軍隊の国民的形式と用兵の帝国主義的性格との矛盾は，軍の腐敗を激化させ

るとともに，それと対抗して抽象的な精神主義が強調される。国務と統帥の乖離が進行

し，いわゆる「大正政局の混迷」が露呈される。

　第五期は，1922年一1927年で第四期における軍備の拡張が財政破綻，外交方針との分

裂をひきおこす。これを収拾するために軍縮が行われる。これに応じ国防方針は第二次補

修改訂され，陸軍では山梨，宇垣による軍縮により，兵備計画は戦時30師に人員の縮減

を行うが，同時に機械化兵団の研究に着手し，学校教練を通じて軍事知識の普及につとめ

る。装備はこれによって，大戦後の新式軍備に応ずるように近代化され，機動火力主義と

精神主義が拾頭し，陸軍航空本部が新設される。海軍はワシントン会議にもとずき，いわ

ゆる条約艦隊となるが，それにたいし個艦優秀主義と訓練第一主義をとる。第一想定敵国

はこの時期にアメリカとされ，また中国の民族運動の拾頭に対抗し，国防方針の第一次補

修で想定敵国に加えられた中国がこの時期にクローズアップされる。



表IV－2　軍事史の時期区分表　　　（A．は陸軍，　N・は海軍を示す）
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　中国における北伐の進展にともない，1927年一31年に戦術的攻勢に転ずる（第六期）。

二次にわたる山東出兵はその相図となるが，第一想定敵国はアメリカとされ，フィリピ

ン，グァム作戦が具体化される。また，ソビエト，ロシアの第一次五力年計画の進展にと

もない，満蒙権益確保が強調される。この状況のもとで，軍内部に国家革新の機運が生れ，

ロソドン会議をめぐる統帥権干犯論争を通じて軍の分裂は急速に進行する（一夕会，桜

会，艦隊派VS．条約派）。軍イデオロギーでは火力・機動力の弱さを補うために，改正歩

兵操典では必勝の信念，皇軍の道義が強調されるなど，精神教育が強化され，海軍は対米

戦にそなえて海戦要務令第三により夜戦を用兵の基準にいれ，一方で海軍航空本部を設立

し，海軍航空を作戦単位化した。資源局の設置，軍用機国産もこの時期である。

　第七期1931－1937，満州事変を契機に十五年戦争に突入した軍は，高度国防国家を提

唱し，国体明徴，国家革新をスローガソに準戦時体制を構築する。軍内の革新派将校は三

月事件，十月事件，五・一五事件，二・二六事件のクーデターを通じて国家改造を実現し

ようとし，クーデター自身は失敗しつつも，粛軍と広義国防というスローガソで軍の統制

一ドに国家をおくいわゆる総力戦国家の建設にすすむ。海軍は無条約時代に応じてθ計画を

作定し，陸軍は兵備改善要綱，軍備充実の大綱を決定，一号軍備の完成を推進する。参本

の戦争指導課の新設は軍の総力戦への対応である。国防方針第三次改訂（1936．6）は，

「米国，露国ヲ目標トシ併セテ支那，英国二備フ。之ガ為帝国ノ国防二要スル兵力ハ東亜

大陸並西太平洋ヲ制シ帝国国防ノ方針二基ク要求ヲ充足シ得ルモノナルヲ要ス」とし，そ

のために陸軍50師，航空142中隊，海軍主力艦12隻，空母12隻，巡洋艦28隻，駆逐艦

96隻，潜水艦70隻，航空65隊とした。
　1937年一1945年は全面戦争突入，破滅の時期であり，国家総動員から，全国民の軍人

化，さらに全軍特攻が指向され，軍は崩壊する（表IV－2参照）。

　統帥権の独立の過程を若干補足すれば，太政官制のもとでは，軍当局は最高政策決定に

は直接参与できなかった（11ページ）。これにたいする山県の不満が，統帥権の独立への直

接の動機となったものと思われるが，そのほかに，西南戦争の戦訓および極東情勢にたい

する認識の変化がある（参謀本部設立を解説した内外兵事新聞は，その理由として「亜細

亜ノ形勢」をあげている）。また，おそらくは，それと並んで，自由民権運動の激化とそ

れにともなう立憲政体の詔に予告された民衆の政治参加の可能性の現実化に直面したこと

が考慮されなければならないであろう。

　かくして，1878年12月，参謀本部が設立されるが，これは，陸軍卿上申によれば「規

模，体裁，権限」を陸軍省と同等とするもので，また，条例第五条は軍令については参謀

本部長の専権とし，陸軍卿はその無条件施行を義務づけられていた。この規定は太政官制

と不整合だったが，1885年の内閣官制で解消し，さらに，本部長（参軍）を皇族に限定し

て，その親軍的性格を法制化した。帝国憲法における統帥権の確定は，以上のような既成

事実にうらづけられていたのである。

　IV－3　国際環境と日本の政策決定，その時期区分

　日本の政策指導への国際環境からの入力は，国際環境の内在的変化による入力の変化

と，日本の政策指導が国際環境に与えた影響がフィードバックするものとの二面において

　とらえられねばならない。また，一口に国際環境と言っても，それ自身，多数の国家およ

び民族によって構成されているのであるから，常にそれが一方向にそって影響するもので
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はない。日本の対外政策の核心はアジアにあるので，とくにアジアをめぐる帝国主義諸国

との葛藤　日本の対外政策にたいするアジア諸民族の対抗が重要である。もちろん，近代

が不等発展を特質とする時代であることから，必然的に各国家，各民族の発展段階は相異

し，それを統一的に時期区分することは，きわめて困難である。それはある程度，便宜的

なものにならざるをえない。このことを前提として，なお帝国主義国家（強国）間の葛藤

を考察するために，世界構造の特徴を大づかみとし，またアジアの諸民族の対抗の特質を

把握するために民族運動の発展過程を区分する必要がある。

　ω　世界構造の特徴

　国際政治を基準にして世界構造を区分するとき，1917年から1945年を資本主義の危機

の段階に応じてつぎのように区分することは，かなり多くの人々によって承認されている

とみてよかろう。

　　（1）社会主義革命と民族自決主義による小国の独立の時期

　　（2）相対的安定の時期

　　（3）安定から崩壊，世界の再編成期

　　④　第二次世界戦争の時期

　（1）の時期は・1917年のロシア社会主義革命ではじまり，1923年のドイツ革命の敗北に

よる革命の退潮までで，ロシア，ドイツ，ハンガリーなどで実際に革命がおこり，全ヨー

ロッパに革命的情勢が存在した。他方，リトアニア，ラトビア，エストニア，チエコ，ク

ロアチア，スロヴアキア，ポーラソドなどがあいついで独立を宣言した。列国はこの情勢

に対応して対ソ干渉戦争（英，仏，日，米），ヴエルサイユ会議によって戦後処理を行い，

国際連盟を創設，反体制側は第三インターナショナルを結成した。

　（2）は1923年から1929年の大恐慌までで，世界資本主義は相対的ではあるが安定と繁栄

をとりもどす。コミンテルソ第六回世界大会の決議はこの時期を「手ひどい敗北によって

弱められたプロレタリア軍の守勢闘争の時期」としている。この時期の特長のひとつはア

メリカの経済的・政治的地位の向上であり，他方は植民地民族運動の激化である。上記の

決議は「中国革命および植民地叛乱の新しい飛躍とインドにおける革命情勢の不可避的な

尖鋭化」に期待し，それが相対的安定をうちやぶることに希望を託していた。

　（3）は1929年から1939年まで，大恐慌は帝国主義諸国間の対立を激化させ，さらに第一一

次世界戦争の戦勝国と戦敗国のあいだの矛盾を強め，帝国主義と植民地・半植民地とのあ

いだの対立を尖鋭化した。ドイツでフアシズムが勝利し，日本は満州事変をはじめて国際

連盟を脱退した。世界は「戦争とフアシズム」の時期にはいり，その再編成をもとめて，

1939年，第二次世界戦争がはじまる。

　⑰　民族革命の構造

　この同じ時期にアジアではそれ以前の民族運動と異質な民族解放運動が展開する。それ

は労働者・農民を中核とし，反帝国主義運動としてつぎのような段階をたどって展開さ

れる。

　　（1）民族解放運動の起点

　　②民族運動の分裂と，民族解放運動の中核の結成

　　（3）民族統一戦線
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　　④　民族解放運動の高揚

　（1）の時期はロシア革命とウィルソンの14力条で謳われた民族自決の影響のもとで，中

国で五・四運動朝鮮で三・一運動が拡がる。その過程で中国共産党（1921．7）が生れ，

孫文の，連俄容共農工合作の方針のもとで国共合作が進行する。インドネシアでも1920

年5月，東インド共産党（1924年イソドネシア共産党PKIと改称）が結成され，赤色回

教連盟（1924年人民同盟と改称）を樹立し，それまでの民族主義的な回教連盟（サリカッ

ト・イスラム）は指導力を失った。

　（2）の時期は，中国で国民党が北伐に成功するが蒋介石は，四・一ニクーデターにより反

共主義を明確にし，中共は左翼冒険主義をとり各地で暴動を起し，大打撃をうけ紅軍の大

長征により延安に革命根拠地を樹立する（1934－35年）。ヴェトナムでは1929年6月・イ

ソドシナ共産党が組織され（1930．2．ヴェトナム共産党），三民主義にたつヴェトナム国民

党が1930年2月の鋒起で壊滅したのち民族運動の指導権を掌握する。それとは逆にイン

ドネシアではPKIが過早な蜂起（1926．11）によって致命的打撃をうけ，運動の主導権は

スヵルノを党主とするインドネシア国民党に握られる。こうして，1927年から1935年ま

でに各地で民族解放運動の中核が形成される。

　（3）の時期は1935年の八・一宣言を劃期とする。1931年に中…華ソビエト臨時中央政府を

樹立した中共は翌年4月，対日宣戦布告を行い，八・一宣言によって抗日救国統一戦線を

提起し，従来の反蒋抗日方針を逼蒋抗日に替える（12月決議）。これはさらに西安事変

（1936年12月）を期に連蒋抗日方針の採用となる。ヴェトナム，インドネシアでもコミン

テルン第七回大会の反ファッショ人民戦線の提唱の影響のもとに民族統一戦線の結成がす

すめられ，やがて各地で反帝武装闘争に発展する。

　内　前期民族運動の構造

　以上のような1917年一1945年における民族解放運動の展開にたいし，1840－1917年の

民族運動も外見的形式においては同様の展開過程をたどっている。すなわち，

　　（1）民族運動の起点（農民戦争と嬢夷運動）

　　（2）民族運動の指導部形成（農民戦争と民族主義結社）

　　（3）民族運動の拡大（大衆化）

　　④　民族運動の高揚

　もちろん，この時期は，各民族の発展段階の相異と侵略の時期と方法の相違により異な

るが，中国とインドを基準とすれば，おおむね（1）は1840年一1860年代，（2）は1860年代

から1895年，（3）は1895年一1907年，④1907年一1917年となる。

　（1）の時期においては，中国において封建支配者の反動的嬢夷運動である阿片戦争の抵抗

や平英団の闘争があり，また農民を中核とする太平天国（1850－64年）やインドにおける

セポイの叛乱（1857）がある。日本，朝鮮でも嬢夷運動が行われる。（2）の時期において

は，日本，中国，シャムでは近代化の運動（明治維新，自由民権，同治中興，洋務運動）

が行われるとともに興中会や東洋自由党，イソドにおける国民会議派のような民族主義結

社が生れる。

　朝鮮，ヴェトナム，インドネシア，フィリピンにおいてはこの時期が宗教指導者封建的土

侯をり一ダーとする農民戦争の時期である。③の時期は日本における自由民権運動が政友
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会に変質し政府に統合されるが，これは日本が被圧迫国から帝国主義国に転化した結果で

ある。また中国では変法自強運動が百日天下に終るが，それも清朝が日清戦争に敗北し，

帝国主義国家に転ずる可能性を失った結果であった。そうした改良主義運動の失敗にたい

し，反帝大衆運動として義和団の蜂起が起るが，これは辛亥革命の大衆的基盤を用意した

ものとなった。インドでは国民会議派のカルカッタ会議の結果スワデージ，スワラージ，

民族教育のスローガンのもとに大衆的反英闘争が組織される。またフィリピンではアギナ

ルドの指導のもとに民族革命戦争が闘われ，共和政府を樹立するが，アメリカの弾圧によ

り敗北する。朝鮮，ヴェトナムではこの時期に民族主義結社ができる。こうして］907年

以降，高揚期に突入する。

　⇔　前期の世界構造の特徴

　この民族運動の展開に対応する世界構造も発展段階の相異はあっても形式的には1917

年以降の構造と類似するのではないかという発想にもとつく整理が次の区分である。この

点については，なお自分自身で多くの疑問を残しているが，あくまで討論素材として提示

しておく。

　　（1）強国のブルジョア革命と小国の独立　1848－1870

　　（2）安定・世界分割　　　　　　　　　　1870－1890

　　（3）世界の再分割　　　　　　　　　　　1890－1907

　　④　第一一次世界戦争　　　　　　　　　　1907－1917

　この世界構造の変化が，侵略の方法の変化をうながし，それがまた民族運動の内的展開

とあいまって民族運動の発現形態を規定する。同時に侵略方法自体も諸民族の抵抗によっ

て変更される。そのインプットとフィード・バックの過程をみて行く必要がある。

　（1）の時期はヨーロッパにおけるブルジョア革命とその失敗，および上からの革命によっ

て特徴づけられる。上からの革命によって自己を強化した国々は，ヨーロッパの内部危機

を転化するために，海外発展を必須の条件とし，世界市場が形成されるが，それとともに

ヨーロッパ資本主義は保守化し，その過程で反動的なヨーロッパ協調が成立する。このヨ

ーロッパ協調体制下の特徴的な支配体制がボナパルチズムである。それは対外政策の成功

により，内政における不満を緩和し，民族主義的エネルギーを排外主義に転じた例であ

る。この時期におけるクリミア戦争の意義は，世界政治の上できわめて大きい。それは非

キリスト教国であるトルコをヨーロッパ国際法体制のなかに編入（1856年，パリ条約）

し，非ヨーロッパ民族をく所有〉の対象としてみて植民地化していた状況を変えてく国

家〉として発見それを保護国，もしくは半植民地として位置づける近代植民地体制の出

発点となった。領事裁判権，協定関税率はこの段階におけるヨーロッパの非ヨーロッパ的

国家にたいする法的規定である。第二に，非ヨーロッパ国家を国際社会に編入したことに　　，

よって，それまでの文化・宗教の同一という共通の基盤におかれていると認識されていた

国際社会は，たんなる国家の集合の場所にすぎなくなり，国家egoismが横行する丘eld

に転化した。第三に，トルコで起った戦争がただちにカムチャッカ沖における英露海戦を

予想させたように，地球の一一端で起った戦争がその裏側に波及することを実証した。日本

の開国とクリミア戦争との関連は今後の研究課題である25）。この時期におけるアメリカの

太平洋岸到達（1848），スエズ運河の開通（1869）などのいくつかの技術的・地理的発展
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はアジアを国際政治の中にほぼ完全にくみこむことを可能とした。

　（2）の時期はパリ・コンミユーンの圧殺によってはじまる時期である。国内における反政

府運動に対応し上からの近代化を押し進めるために協調体制が完成し，三帝協商，三国同

盟が実現する。こうして実現したペルリン体制はヨーロッパ諸国による植民地支配の強化

をもたらし，世界分割がかつてないスピードで進行する。英領インド帝国の成立（1877），

アフガン戦争（1878－81），伊梨事件（1871－81），第三ビルマ戦争（1885），清仏戦争

（1884－87），チベット問題（1890）などはアジアにおけるその一端である。もうひとつの

問題は，不均等発展の結果としてドイツとアメリカの地位が向上して，イギリスの優位が

動揺し，それをめぐって新たなかたちでの抗争が日程にのぼって来ることが注目されなけ

ればならない。このような国際政局の変化と国民的社会主義政党の発展（第二．インターの

成立：1889年）はビスマルクの失脚をもたらし，（2）の時期は終る。

　③の時期は，露仏軍事同盟の成立によって特徴づけられる。資本主義は独占段階に移行

し，それにともなって帝国主義国のブロックが形成される。おくれて中国に登場したアメ

リカも門戸開放宣言を発し，名実ともに両洋国家として帝国主義のパワー・ポリティック

スに参入する。日清戦争に敗北した清国を列国は共同歩調で分割にのりだし各戦略的要点

を99力年間の租借という口実のもとに奪取するが，こうした新しい形式の中国の植民地

化（半植民地化）こそは，束アジアにおける帝国主義成立の起点となったものであり，こ

の新しい方法による中国の分割のなかに帝国主義の世界再分割の具体化をみることがで

きる。

　なおこの時期においては，ロシア第一革命の位置づけと先進諸国における修正主義の発

生を植民地主義との関連において検討することが重要である。

④の時期ここにおいては英仏露三国協商による帝国主義対立の再編（1907年）を始期と

考える。この期の問題としては戦争の世界化と総力戦化，それによる民衆の発言権もしく

は抵抗の強化と植民地民族運動の発展が重要であり，その矛盾の結節点としてロシア革命

が勃発する。

V　日本外交史の時期区分

　日本外交史は，まず第一に，国家権力の階級的内容と日本をめぐる国際関係の変化にも

とついて展開される外交課題により大時期が区分される。

　それは，1853年一67年が開国，1868年一1900年が独立と大陸政策の形成。1900年一31

年が侵略であり，1931年一45年が十五年戦争（破滅）である。それぞれの始期は，ペリ

ーの来航による外圧の実体化，明治維新による近代的外交主体の形成，北清事変を契機と

する日本の連合国との共同出兵，それを通じての極東の憲兵としての地位の獲得と，日本

の帝国主義勢力への転化，および満州事変の発動による十五年戦争の開始によって区切ら

れる。

　それぞれの大時期は，さらに，IVで検討を加えた諸条件の変化とそれによって生ずる

外政担当者間の葛藤　その結果選択される外交戦略にもとついて中時期に区分される。

　第一の大時期の外交戦略は開国をめぐって争われ，主敵は欧米である。それはさらに，
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外交政策により三つの小時期に区分されるが，ここでは紙数の関係もあり，詳しい説明は

別の機会に譲る（以下同様）。

　1868－77年は萬国対時の時期である。明治維新の結果として形成された近代的外交主体

は不平等条約により，日本が半独立の状態にあることを反映して，条約改正による独立の

達成と，前近代において形成・維持されてきた隣国，すなわち，中国・朝鮮との国際関係

をかれらが新たにうけいれた西欧的な国際秩序により再編成すること，さらに，その国際

秩序のもとでは両属もしくは雑居の状態にあった地域（琉球，対馬，樺太）および未確定

の領域の帰属を決定し，近代的主権国家としての領域を劃定するという三つの課題を荷っ

ていた。

　この課題との関連では主敵が欧米となり，副次的に中国および朝鮮が攻撃の対象と考え

られた。しかし，当年の日本の国力はきわめて小さいと判断されていたので外交戦略とし

ては，つぎの二つが考えられ，それをめぐって政治闘争が闘われた。その第一は，主敵で

ある欧米との対決を正面に据えるもので，直接に壌夷論の系統を引いている。当然，これ

は同盟として中国・朝鮮を考慮した。具体的には柳原小使派遣時の日清連合論　自由民権

派の一部による日清提携論樽井藤吉らの大東合邦論として提起されている。西郷の征韓

論および，それを源流とするアジア主義も構造としては，これに入る。その第二は，日本

の国力強化という当面の必要から，主敵である欧米に迂回作戦をとって妥協し，当面対決

の可能なアジア諸国を戦略の対象としようとするもので，1870年，啓蒙主義者津田真道ら

の起草した日清修好条規草案にはじまり，岩倉使節団の欧米巡回によって定着し，さらに

典型的には後期井上外交に展開される外交路線である。この戦略の採用は独立を大陸政策

の形成によって達成しようとするかたちで具体化したが，この路線が日本外交で方向づけ

されるのは，琉球処分方針の確定，釜山租界の設定，参謀本部の設立を連ねる1877－78年

の交であり，それが確定するのは，明治十四年政変により，自由民権の後衛である大隈重

信が政府から追放されて，自由民権派が完全に体制外化され，政府の統合力が高められて，

外交主体が確立された結果である。その意味で1877年から1881年は萬国対峙の時期から

脱亜入欧の時期にいたる過渡期的存在である。1882年以降，軍の編成替による内乱鎮圧を

目標とする軍から大陸における野戦を指向する軍への転化に端的に示されている大陸政策

の形成は，たとえば，1877年の釜山口租界条約27），1879年の貴賓優遇などで28）すでに，

部分的に開始されているのである。この脱亜入欧の時期は西欧への鹿鳴館外交，アジアへ

の軍事優先主義にみられるように，西欧の侵略の対象であったアジアから脱出し，日本が

「欧州的新帝国」としてアジアを侵略することを目指す時期である。1885年の巨文島事件

はアジアにおける英露の対立を一挙に明白にした。1889年，憲法の発布により明治天皇制

は立憲的修正をとげて新たな中時期にはいるが，同時それは井上，大隈外相の方式による

条約改正交渉の挫折を意味していた。それは外交戦略においては，青木外相の「東亜列国

の権衡」山県の「外交政略論」を契機に朝鮮の軍事的占領を通じての独立の達成への転換

であり，そこに示されたものは，想定敵国の清国から英露就中ロシアへの展開であった。

日清戦争は多分に井上・大隈の外交路線を延長した観のある伊藤首相と陸奥外相の朝鮮に

おける権力の平均政策と，山県および川上参謀次長の軍事占領政策との対立の過程で，’後

者に統一されて開戦をみたものであるが，この勝利による日本の台湾領有と遼東半島の割
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取の試みは，すでに「帝国主義的実践」と称するべきである。後者にたいする反動として

の三国干渉は，中国分割に幕をあげたものであって，アジアにおける帝国主義時代の開始

を示すものであった。日本は日清通商航海条約により，中国にたいし欧米と同一の特恵的

利益を獲得するが，それのみでなく，その第六条第四項において開港場における工場設置

権を奪いとって列国に均雷し中国分割をめぐる帝国主義闘争において有利な地位を占める

ための布石を投ずる。かくてロシア（旅大），ドイツ（青島），フランス（広州），イギリス

（威海衛）と従来の通商のための租界とは異る意義を有する租借地を設定し，中国の「半」

植民地化を進めるが，租借地は軍事的・戦略的要衝の領土化であるという点で，また，中

国の分割が複数帝国主義国の競争拉存という帝国主義時代の特色を反映して一帝国主義国

の独占を許さないという点で，この事態は，世界の再分割への劃期をなしたのであり，さ

らに，帝国主義国としてはおくれて出発したアメリカがフィリピンの領有によって両洋国

家として自己を確立し，同時に門戸開放宣言により，中国分割競争への加入を意志を表示

することにより，東アジアは帝国主義闘争の中心となる。かくて，世界政治の焦点は1900

－07年にはアジアに移り，それとの対応において義和団の運動とそれを抑圧するための帝

国主義連合が形成される。その意味で，1895－1900年は，第二の大時期から第三の大時期

にいたる過渡期を形成する。

　日清戦後のく戦後経営〉はこの新たな状況に対応するものであるが，対外方針は北清事

変にいたるまで確定しなかった。西外相は「利害相応ズルノ強国ナキコトヲ見タリシト同

時二全ク孤立ノ地位二在ルコトヲ知リタル」と告白し，　「今我目的ハ何処二在リ，我ガ方

針ハ此ノ如シト確定シテ訓示スル訳ニモ難被行」と述べざるを得なかった。加藤駐英大使

は「五里霧中二彷復スルノ感」となげき，「心外ノ至リ」と不満をぶちまけた（日本外交

文書31巻）。南守北進方針の確定は，北清事変中の履門進攻事件の失敗ののちであった。

　第三期は義和団鎮圧への日本の帝国主義連合への参加をもってはじまる。日本は被圧迫

民族抑圧のための帝国主義インターナショナルの一員となり，そのことによって，相対立

する帝国主義ブロックのいつれかへの参加が強制される。その結論が日英同盟であり，そ

の結果として，帝国主義世界戦争の一部分としての日露戦争に突入する。日露戦争の勝利

の結果，日本は朝鮮を保護国とし，やがて併合するが，その確保のために，帝国主義的同

盟政策（日露協約，日英同盟，日仏協商，日米協定）を採用し，七大国として格づけられ

た帝国主義勢力としての自己を確立する。

　しかし，満州軍政問題をめぐる政府部内の抗争（1907）と大海軍主義は，アメリカを想

定敵国とする国防方針，用兵綱領を生み，そのころ起る伊藤博文の死亡とそれによる元老

の統合機能の低下により，日英同盟を骨髄とする外務省主流と日露協約を中軸におき，中

国進出をより過激におこなおうとする反対派とのあいだで，対外方針は分裂し，二重外交

の実質が確定する。この二重外交こそは，帝国主義的協調を前提として，はじめて侵略が

可能である日本帝国主義の特質をするどく示している。

　侵略の第三中期・国際協調期はソビエト社会主義革命の成功に対応し，世界大戦により

破壊された帝国主義インクーナショナルが世界的にはベルサイユ体制，アジアではワシン

トン体制という形式で復活する時期であり，日本帝国主義の主敵はソビエト社会主義，中

国民族運動と，アメリカ・イギリスとに分裂する。前者と対応する同盟はベルサイユ・ワ
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シントソ体制であるから後者の関係でいえば日本の外交戦略は同盟国が同時に敵国という

矛盾におちいる。政党政治の外交方針をもっとも明確に示し，軍閥外交に対決したのは原

首相のリーダー・シップのもとに行われた外交（原外交）であるが，それは幣原外交の原

型を示すものとして注目されねばならない。

　しかし，世界恐慌による帝国主義諸国間の矛盾の激化と中国革命の拡大は二重外交の分

裂・矛盾を深刻化し，中国侵略を公然たる軍事占領政策の方向に統一させようとする。そ

れを外交的に具体化するのが田中外交である。

　第四の大時期は，中国革命の展開とソビエトの発展に脅威をうけて，公然たる大陸進出

とそのための国家改造にすすみ，国内では現状維持勢力を革新派が圧迫，統合して寺内粛

軍のもとで軍そのものが一体化して巨大な政治集団となり，統帥が外交のみならず国務を

併呑する。1929年以後における外務省の権限縮小はそのことを反映し，大東亜省の成立に

よって，統帥による対外政策の独占が完成する。国際的には，大陸の軍事的占領によって

イギリス・アメリカとの対立を激化し，その結果，日本は第二次世界戦争に突入・破滅す

る。この時期における同盟は日独伊三国軍事同盟であり，主敵はそれをのぞく全世界であ

る（表V，VI参照）。

〔注〕

1）論争についての文献は木坂，那須「日本近代史の時期区分」『名古屋大学法政論集』第13集，

　156ページを参照。
2）梶西光速，加藤俊彦・大島清・大内力『双書日本における資本主義の発達』東大出版会。なお

　戦後の時期区分はのちに，一部修正され，ブームから沈滞へ（50－54），経済の高度成長とその

　破綻（55年以降）とされている。
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